
 

 

事 務 連 絡 

令和７年 11 月 14 日 

 

地方厚生(支)局 

保険年金（企業年金）課長 殿 

 

厚生労働省年金局 

企業年金・個人年金課長 

 

 

確定給付企業年金の事業及び決算に関する報告書の様式及び 

提出方法の見直しの予定について 

 

社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する

等の法律（令和７年法律第 74 号）が本年６月 20 日に公布されたことを受け、今後、企業年

金の運用等の情報開示を行う前提として、確定給付企業年金を実施する事業主及び企業年金

基金が厚生労働大臣に提出する事業及び決算に関する報告書について、令和９年６月１日以

降を決算日とするものは、電子情報処理組織を用いた方法での提出（以下「オンライン提出」

という。）によることとし、当該報告書の取扱いを下記のとおりとすることを予定している。 

あわせて、令和９年６月１日以降を基準日とする財政再計算に係る「確定給付企業年金の

規約の承認及び認可の基準等について」（平成 14 年３月 29 日年企発第 0329003 号・年運発

第 0329002 号）。以下「承認認可基準通知」という。）の様式 C2－イ及び様式 C2－ウにつ

いても、別添３のとおり様式を改めることを予定しているので、貴管下の確定給付企業年金

の実施事業所の事業主及び企業年金基金の指導について遺憾のないよう配慮されたい。 

なお、本件について、正式には、承認認可基準通知の一部を改正する通知を別途発出する

予定であることを申し添える。 

 

記 

 

第１ 承認認可基準通知の様式 C6、C7、E2 及び E4 として報告を求める内容は、別添１のと

おりとする。 

 

第２ 第１の内容は、今後、厚生労働省が開発するオンライン提出のためのシステム（以下

単に「システム」という。）を利用して報告するものとする。 

これは、システムの画面上で数値等を入力することによって報告を行うものとなる

が、画面上での入力に代えて、別添２のデータレイアウト等に基づいて作成された CSV

形式のファイルをシステムにインポートすることも可能とする。 

以上 



（別添１）

様式C6－ア①

□ 総合型以外 □ 総合型

□ リスク分担型企業年金以外

□ リスク分担型企業年金

※ 「実施形態」については、毎年度、決算日時点の状況に応じたものを選択すること。

「総合型」は、人的関係、資本的関係が緊密でない複数の厚生年金適用事業所の

事業主によって共同で実施されるもの。

区分

　　　　年　　月　　日

規 約 型 企 業 年 金 事 業 報 告 書
（決算日　　　　年　　　月　　　日）

規約番号

事業所名

制度開始年月日

実施形態



様式C6－ア②（リスク分担型企業年金以外）

１．適用状況

実施事業所数及び加入者数 （単位：人）

（ ）

※（　　）内は前年度末現在の加入者数

２．給付状況

　　件数及び金額

３．掛金拠出状況 （単位：円、％）

※　「②/①」は、小数点第３位を四捨五入すること。

　　他制度掛金相当額

算定区分数　〔　　　　　　　　　〕

※　区分数が「１」のときは、区分名を省略して差し支えない。

実施事業所数
加入者数

件　数 金　額（円）

※　実施事業所が２以上ある場合
　は、実施事業所の名称の一覧を
　別紙として添付すること。

老　齢　給　付

年　金

新規

一時金

 脱 退 一 時 金

②／①

遺　族　給　付

年　金

新規

一時金

障　害　給　付

年　金

新規

一時金

納付決定額① 納付済額 不納欠損額 未納額②

事 務 費 掛 金

標　準　掛　金

特　別　掛　金

リスク対応掛金

区分名 金額（円）

(再掲)加入者負担分

特　例　掛　金



４．年金通算状況

(1) 他制度からの資産の受換

移換元 件　数

脱退一時金相当額
 厚生年金基金

 確定給付企業年金

残余財産  厚生年金基金

個人別管理資産
 企業型確定拠出年金

 個人型確定拠出年金

権利義務承継
（老齢給付）

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

年金給付等積立金・積立金  企業年金連合会

脱退一時金相当額

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

 企業年金連合会

 企業型確定拠出年金

 個人型確定拠出年金

解約手当金相当額  中小企業退職金共済

(2) 他制度への資産の移換

移換先 件　数

権利義務移転
（老齢給付）

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

積立金
 企業型確定拠出年金

 中小企業退職金共済



様式C6－ア②'（リスク分担型企業年金）

１．適用状況

実施事業所数及び加入者数 （単位：人）

（ ）

※（　　）内は前年度末現在の加入者数

２．給付状況

　　件数及び金額

３．掛金拠出状況 （単位：円、％）

※　「②/①」は、小数点第３位を四捨五入すること。

　　他制度掛金相当額

算定区分数　〔　　　　　　　　　〕

※　区分数が「１」のときは、区分名を省略して差し支えない。

区分名 金額（円）

(再掲)加入者負担分

事 務 費 掛 金

特　例　掛　金

リスク分担型企業
年金掛金

②／①

遺　族　給　付

年　金

新規

一時金

障　害　給　付

年　金

新規

一時金

納付決定額① 納付済額 不納欠損額 未納額②

老　齢　給　付

年　金

新規

一時金

 脱 退 一 時 金

実施事業所数
加入者数

※　実施事業所が２以上ある場合
　は、実施事業所の名称の一覧を
　別紙として添付すること。

件　数 金　額（円）



４．年金通算状況

権利義務移転
（老齢給付）

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

積立金
 企業型確定拠出年金

 中小企業退職金共済

脱退一時金相当額

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

 企業年金連合会

 企業型確定拠出年金

 個人型確定拠出年金

解約手当金相当額  中小企業退職金共済

(2) 他制度への資産の移換

移換先 件　数

残余財産  厚生年金基金

個人別管理資産
 企業型確定拠出年金

 個人型確定拠出年金

権利義務承継
（老齢給付）

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

年金給付等積立金・積立金  企業年金連合会

(1) 他制度からの資産の受換

移換元 件　数

脱退一時金相当額
 厚生年金基金

 確定給付企業年金



様式C6－ア③（リスク分担型企業年金以外）

５．資産運用状況

運用区分数　〔　　　　　　　　　〕

＜以下、運用区分ごとに作成すること。＞

運用区分名称　〔　　　　　　　　　〕

※　運用区分数が「１」のときは、運用区分名称を省略して差し支えない。

(1) 政策的資産構成割合等 （単位：％）

※小数点第２位を四捨五入すること。

％ ％ ％

※小数点第３位を四捨五入すること。

備考

(2) 運用担当者等の状況

専門資格 有 無 「有」の場合具体的な資格〔　　　　　　　　　　　〕

研修受講 有 無 「有」の場合具体的に受講した研修〔　　　　　　　　　　　〕

実務経験３年以上 有 無

備考

期待収益率 リスク 予定利率

短期資産 その他資産 合計

構成割合

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 一般勘定

100.0

策定日 　　年　　月　　日 資産運用委員会の設置 有 無



(3) 資産別残高及び資産構成割合 （単位：百万円、％）

（備考）

その他資産の内訳

区分表

※　構成割合は、小数点第２位を四捨五入すること。

備考

(4) 運用機関別資産残高等 （単位：百万円）

(　　　)社 (　　　)社 (　　　)社

※　内訳欄は、適宜増やすこと。

備考

短期資産 その他資産 資産合計

時 価 総 額

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 一般勘定

時価総額

ヘッジファンド 不動産
プライベート・
エクイティ

コモディティ
（商品）

100.0構 成 割 合

その他 合計

プライベート・エクイティ ベンチャー・キャピタル、バイアウト、ディストレスト、その他のプライベート・エクイティ

コモディティ（商品） 商品ファンド、その他のコモディティ

その他
ハイイールド債、CLO、CDO、インフラストラクチャー、保険リンク証券、マネージドフューチャー
ズ、その他のオルタナティブ、その他の投資商品

種類 内容

ヘッジファンド
ファンド・オブ・ヘッジファンズ、株式マーケットニュートラル、株式ロング・ショート、債券アービト
ラージ、.ＣＢアービトラージ、グローバルマクロ、イベントドリブン、マルチストラテジー、その他の
ヘッジファンド

不動産
国内不動産私募ファンド、海外不動産私募ファンド、国内REIT、米国REIT、グローバルREIT（米
国以外の単一国REITを含む。）、その他の不動産

信 託 銀 行 生 命 保 険 金融商品取引業者

資産合計 資産合計 資産合計

内
訳

○○投資顧問○○信託銀行

内
訳

○○生命保険

資産合計 資産合計

農業協同組合連合会 共同運用事業

内
訳

総幹事会社名

運用コンサルタント会社名

（　　　　　　　　）社



(5) 運用方法・運用機関別資産残高等 （単位：百万円、％）

バランス型運用計 (　　　)社

国内債券パッシブ計 (　　　)社

国内債券その他計 (　　　)社

国内株式パッシブ計 (　　　)社

国内株式その他計 (　　　)社

外国債券パッシブ計 (　　　)社

外国債券その他計 (　　　)社

外国株式パッシブ計 (　　　)社

外国株式その他計 (　　　)社

一般勘定計 (　　　)社

その他 (　　　)社

※１　内訳欄は、適宜増やすこと。

※２　共同運用事業に係る資産は含めない。

※３　各構成割合は、各区分内の割合ではなく資産合計に対する割合を記載することとし、

　　小数点第２位を四捨五入すること。

区分 時価金額 構成割合(%)

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○生命保険

農業協同組合連合会

○○投資顧問

資産合計 100.0

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険



備考



様式C6－ア③’（リスク分担型企業年金）

５．資産運用状況

運用区分数　〔　　　　　　　　　〕

＜以下、運用区分ごとに作成すること。＞

運用区分名称　〔　　　　　　　　　〕

※　運用区分数が「１」のときは、運用区分名称を省略して差し支えない。

(1) 政策的資産構成割合等 （単位：％）

※小数点第２位を四捨五入すること。

％ ％ ％

※小数点第３位を四捨五入すること。

備考

(2) 運用担当者等の状況

専門資格 有 無 「有」の場合具体的な資格〔　　　　　　　　　　　〕

研修受講 有 無 「有」の場合具体的に受講した研修〔　　　　　　　　　　　〕

実務経験３年以上 有 無

備考

　　年　　月　　日 資産運用委員会の設置 無

調整率

構成割合

短期資産 その他資産外国株式 一般勘定

策定日

合計

100.0

期待収益率 リスク 予定利率

有

国内債券 国内株式 外国債券



(3) 資産別残高及び資産構成割合 （単位：百万円、％）

（備考）

その他資産の内訳

区分表

※　構成割合は、小数点第２位を四捨五入すること。

備考

(4) 運用機関別資産残高等 （単位：百万円）

(　　　)社 (　　　)社 (　　　)社

※　内訳欄は、適宜増やすこと。

備考

時 価 総 額

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 一般勘定 短期資産 その他資産 資産合計

100.0

時価総額

ヘッジファンド 不動産
プライベート・

エクイティ
コモディティ

（商品）
その他 合計

構 成 割 合

プライベート・エクイティ ベンチャー・キャピタル、バイアウト、ディストレスト、その他のプライベート・エクイティ

コモディティ（商品） 商品ファンド、その他のコモディティ

その他
ハイイールド債、CLO、CDO、インフラストラクチャー、保険リンク証券、マネージドフューチャー
ズ、その他のオルタナティブ、その他の投資商品

種類 内容

ヘッジファンド
ファンド・オブ・ヘッジファンズ、株式マーケットニュートラル、株式ロング・ショート、債券アービト
ラージ、.ＣＢアービトラージ、グローバルマクロ、イベントドリブン、マルチストラテジー、その他の
ヘッジファンド

不動産
国内不動産私募ファンド、海外不動産私募ファンド、国内REIT、米国REIT、グローバルREIT
（米国以外の単一国REITを含む。）、その他の不動産

信 託 銀 行 生 命 保 険 金融商品取引業者

資産合計 資産合計 資産合計

内
訳

○○投資顧問○○信託銀行

内
訳

○○生命保険

資産合計 資産合計

農業協同組合連合会 共同運用事業

内
訳

総幹事会社名

運用コンサルタント会社名

（　　　　　　　　）社



(5) 運用方法・運用機関別資産残高等 （単位：百万円、％）

バランス型運用計 (　　　)社

国内債券パッシブ計 (　　　)社

国内債券その他計 (　　　)社

国内株式パッシブ計 (　　　)社

国内株式その他計 (　　　)社

外国債券パッシブ計 (　　　)社

外国債券その他計 (　　　)社

外国株式パッシブ計 (　　　)社

外国株式その他計 (　　　)社

一般勘定計 (　　　)社

その他 (　　　)社

※１　内訳欄は、適宜増やすこと。

※２　共同運用事業に係る資産は含めない。

※３　各構成割合は、各区分内の割合ではなく資産合計に対する割合を記載することとし、

　　小数点第２位を四捨五入すること。

区分 時価金額 構成割合(%)

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

内
訳

○○生命保険

農業協同組合連合会

○○投資顧問

資産合計 100.0

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問



備考



様式C6－ア④

（別紙）実施事業所一覧（実施事業所が２以上ある場合）



記載上の注意（様式 C6－ア） 

 

１．適用状況 

実施事業所数及び加入者数 

(1) 「実施事業所数」欄には、今事業年度末現在において当該規約型企業年金を実施し

ている実施事業所の数を記入すること。実施事業所が２以上ある場合は、実施事業所

の名称の一覧を別紙として添付すること。 

(2) 「加入者数」欄には、今事業年度末現在の加入者数を記入すること。なお、括弧内

には、前年度末の加入者数を記入すること。 

 

２．給付状況 

(1) 「年金」の「件数」欄には、今事業年度末における受給者（受給待期中の者は除く。

以下同じ。）の数を記入すること。なお、１人を１件とする。 

(2) 「年金」の「金額（円）」欄には、(1)に該当する受給者の今事業年度末の年金額の

合計を記入すること。 

(3) 「新規」の「件数」の欄には、(1)に該当する受給者のうち、今事業年度中に裁定さ

れた受給者の数を記入すること。なお、１人を１件とする。 

(4) 「新規」の「金額（円）」の欄には、(3)に該当する受給者の今事業年度末の年金額

の合計を記入すること。 

(5) 「一時金」の「件数」欄には、今事業年度中に裁定された件数の累計を記入するこ

と。なお、１人を１件とする。 

(6) 「一時金」の「金額（円）」欄には、(5)に該当する支給額の合計を記入すること。 

(7) 設けていない給付については、「件数」及び「金額（円）」の欄は空欄又は「－」

として差し支えない。 

 

３．掛金拠出状況 

(1) 「納付決定額」欄には、次のア、イのいずれかによる額を記入すること。 

ア 今事業年度中に債権が確定した掛金額の累計に、前事業年度までの未納額を合算

した額。なお、掛金の対象年度にかかわらず、当該事業年度中に債権が確定した額

を対象とすること。また、債権は以下のときに確定したものと扱うこと。 

○ 資産管理運用機関等が事業主に拠出額を通知したとき 

○ その他事業主が拠出額を決定したとき 

イ 今事業年度の損益計算書における掛金収入の額に、前事業年度までの未納額を合

算した額。 

(2) 「納付済額」欄には、今事業年度中に納付された掛金額の累計を記入すること。 

(3) 「不納欠損額」欄には、今事業年度中に不納欠損処分にした掛金額の累計を記入す

ること。 

(4) 「未納額」欄には、次により計算される額を記入すること。 

  「未納額」＝「納付決定額」－「納付済額」－「不納欠損額」 

(5) 「(再掲)加入者負担分」欄には、掛金総額のうち加入者が負担した分を再掲として

記入すること。 

(6) 設けていない掛金については、当該掛金に係る各欄は空欄又は「－」として差し支

えない。また、「納付決定額①」欄が０の掛金に係る「②／①」欄は「－」とするこ

と。 

 

４．年金通算状況 

「件数」欄には、今事業年度中に受け入れ又は移換した脱退一時金相当額等の件数の



累計を記入すること。なお、１人を１件とする。 

ただし、法第７４条（規約型企業年金の統合）、法第７５条（規約型企業年金の分割）、

法第８０条（規約型企業年金から基金への移行）及び法第８１条（基金から規約型企業

年金への移行）に伴う移受換の件数については計上しないこと。 

 

５．資産運用状況 

「運用区分数」の欄には、積立金の運用について、長期にわたり維持すべき資産の構

成割合を区分ごとに定めている場合における区分数を記入すること。積立金の運用を区

分していない場合は「１」とすること。 

 

１ 政策的資産構成割合等 

(1) 「構成割合」欄には、今事業年度末現在における直近の規則第８４条第１項第１

号に定める「長期にわたり維持すべき資産の構成割合」（以下「政策的資産構成割

合」という。）を記入すること（共同運用事業に係る資産を含む。但し、受託保証

型確定給付企業年金を実施している場合であって、政策的資産構成割合を定めてい

ないときは、その限りでない。）。なお、政策的資産構成割合を定めている区分が

報告様式の区分と異なる場合には、政策的資産構成割合に基づき報告様式の区分に

よる構成割合を合理的に定めること。政策的資産構成割合に含まれない資産の欄

（端数を含めたとしても構成割合が０となる欄）は、空欄又は「－」として差し支

えない。 

(2) 「期待収益率」欄及び「リスク」欄には、(1)の「政策的資産構成割合」の基とな

る期待収益率及びリスクを記入すること。（政策的資産構成割合の策定時の期待収

益率及びリスクとし、その後、財政再計算時に予定利率の見直しを行った場合は、

当該見直し時点のものとすること。） 

(3) 「予定利率」欄には、今事業年度末現在における直近の財政計算で用いた予定利

率を記載すること。ただし、複数の予定利率を用いている場合には、通常予測給付

現価から掛金収入現価（標準掛金額及び補足掛金額を合算した額又はリスク分担型

企業年金掛金額の現価に相当する額）を控除した額で加重平均した値を記入するこ

と。 

(4) リスク分担型企業年金の様式における「調整率」欄には、当該事業年度末に適用

されている調整率を記入すること。 

(5) 「策定日」欄には、(1)の「構成割合」を策定した日付を記入すること。 

(6) 「専門資格」の欄は、運用責任者又は運用担当者の中に管理運用業務（運用の基

本方針や資産構成の決定、運用受託機関又は運用コンサルタントの選任、管理等）

に関連する資格（例えば、日本証券アナリスト協会認定アナリスト等）を有してい

る者がいる場合に「有」、いない場合に「無」を選択すること。「有」の場合には、

具体的な資格名を記入すること。 

(7) 「研修受講」の欄は、運用責任者又は運用担当者の中に、企業年金連合会等が実

施する管理運用業務の遂行に資する研修の受講歴を有している者がいる場合に

「有」、いない場合に「無」を選択すること。「有」の場合には、過去に受講した

主な研修の具体的名称を記入すること。 

(8) 「実務経験３年以上」の欄は、運用責任者又は運用担当者の中に、年金資産運用

に関する実務経験（政策的資産構成割合の決定に従事若しくは関与する経験等）を

概ね３年以上有している者がいる場合に「有」、いない場合に「無」を選択するこ

と。 

 

２ 資産別残高及び資産構成割合 

(1) 事業年度末日における資産の時価総額（共同運用事業に係る資産を含む。）につ



いて、確定給付企業年金法施行規則第四十三条第一項に規定する通常の予測を超え

て財政の安定が損なわれる危険に対応する額の算定方法（平成２８年厚生労働省告

示第４１２号）の別表備考に規定する区分に従い、記入すること。 

(2) 「その他資産」について、区分表に従い、その内訳（資産の額）を備考欄に記入

すること。 

(3) 「時価総額」、「構成割合」及び「その他資産の内訳」欄において、該当がない

もの（金額が０円であるもの）は、空欄又は「－」として差し支えない。 

 

３ 運用機関別資産残高等 

(1) 「信託銀行」、「生命保険」、「金融商品取引業者」、「農業協同組合連合会」

及び「共同運用事業」欄において、該当がないもの（金額が０円であるもの）は、

空欄又は「－」として差し支えない。 

(2) 「総幹事会社名」欄には、制度全体の取りまとめを行う運用受託機関を記入する

こと。 

(3) 「運用コンサルタント会社名」欄には、運用コンサルタント契約を結んでいる場

合に、記入すること。 

(4) 「総幹事会社名」及び「運用コンサルタント会社名」については、商業登記簿上

の名称を記載すること。商業登記簿上の名称によることができない場合には、受託

機関を判別することができる名称を記載すること。 

 

４ 運用方法・運用機関別資産残高等 

(1) 「バランス型運用」の項には、資産を国内債券、国内株式、外国債券、外国株式

等に分散して運用する商品（例えば、信託銀行、生命保険会社（特別勘定）、金融

商品取引業者によるバランス型運用）を、採用商品毎に記入すること。 

(2) 「パッシブ」の項には、各資産市場の収益率を示す指数（Nomura-BPI、東証株価

指数（TOPIX）、シティグループ世界国債インデックス、MSCI-Kokusai 等（規模別、

地域別指数等を含む））に連動した収益を獲得することを運用目標としている商品

（信託銀行の合同口、生命保険会社特別勘定の特化型運用を含む）を、採用商品毎

に記入すること。 

(3) 運用受託機関名については、商業登記簿上の名称を記載すること。商業登記簿上

の名称によることができない場合には、受託機関を判別することができる名称を記

載すること。 

(4) 該当がない運用方法・運用機関の区分（金額が０円の区分）については、「時価

金額」及び「構成割合」欄は空欄又は「－」として差し支えない。 

 



様式C6－イ①

□ 総合型以外 □ 総合型

□ リスク分担型企業年金以外

□ リスク分担型企業年金

※ 「設立形態」については、毎年度、決算日時点の状況に応じたものを選択すること。

「総合型」は、人的関係、資本的関係が緊密でない複数の厚生年金適用事業所の

事業主によって共同で実施されるもの。

制度開始年月日

区分

基金名 企業年金基金　

設立形態

　　　　年　　月　　日

企 業 年 金 基 金 事 業 報 告 書
（決算日　　　　年　　　月　　　日）

基金番号



様式C6－イ②（リスク分担型企業年金以外）

１．適用状況

実施事業所数及び加入者数 （単位：人）

（ ）

※（　　）内は前年度末現在の加入者数

２．給付状況

　　件数及び金額

３．掛金拠出状況 （単位：円、％）

※　「②/①」は、小数点第３位を四捨五入すること。

　　他制度掛金相当額

算定区分数　〔　　　　　　　　　〕

※　区分数が「１」のときは、区分名を省略して差し支えない。

新規

※　実施事業所が２以上ある場合
　は、実施事業所の名称の一覧を
　別紙として添付すること。

件　数 金　額（円）

老　齢　給　付

年　金

区分名 金額（円）

実施事業所数
加入者数

遺　族　給　付

年　金

一時金

新規

一時金

 脱 退 一 時 金

障　害　給　付

年　金

一時金

新規

納付決定額① 納付済額 不納欠損額 未納額②

標　準　掛　金

特　別　掛　金

リスク対応掛金

②／①

特　例　掛　金

(再掲)加入者負担分

事 務 費 掛 金



４．年金通算状況

 企業型確定拠出年金

 確定給付企業年金

年金給付等積立金・積立金  企業年金連合会

移換元 件　数

脱退一時金相当額
 厚生年金基金

 確定給付企業年金

権利義務移転
（老齢給付）

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

積立金
 企業型確定拠出年金

解約手当金相当額  中小企業退職金共済

個人別管理資産
 個人型確定拠出年金

脱退一時金相当額

 個人型確定拠出年金

移換先 件　数

 厚生年金基金

 中小企業退職金共済

(1) 他制度からの資産の受換

(2) 他制度への資産の移換

 確定給付企業年金

 企業年金連合会

残余財産  厚生年金基金

 企業型確定拠出年金

権利義務承継
（老齢給付）

 厚生年金基金



様式C6－イ②'（リスク分担型企業年金）

１．適用状況

実施事業所数及び加入者数 （単位：人）

（ ）

※（　　）内は前年度末現在の加入者数

２．給付状況

　　件数及び金額

３．掛金拠出状況 （単位：円、％）

※　「②/①」は、小数点第３位を四捨五入すること。

　　他制度掛金相当額

算定区分数　〔　　　　　　　　　〕

※　区分数が「１」のときは、区分名を省略して差し支えない。

実施事業所数
加入者数

※　実施事業所が２以上ある場合
　は、実施事業所の名称の一覧を
　別紙として添付すること。

件　数 金　額（円）

老　齢　給　付

年　金

新規

一時金

 脱 退 一 時 金

②／①

遺　族　給　付

年　金

新規

一時金

障　害　給　付

年　金

新規

一時金

納付決定額① 納付済額 不納欠損額 未納額②

特　例　掛　金

リスク分担型企業
年金掛金

事 務 費 掛 金

区分名 金額（円）

(再掲)加入者負担分



４．年金通算状況

(1) 他制度からの資産の受換

移換元 件　数

脱退一時金相当額
 厚生年金基金

 確定給付企業年金

残余財産  厚生年金基金

個人別管理資産
 企業型確定拠出年金

 個人型確定拠出年金

権利義務承継
（老齢給付）

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

年金給付等積立金・積立金  企業年金連合会

脱退一時金相当額

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

 企業年金連合会

 企業型確定拠出年金

 個人型確定拠出年金

解約手当金相当額  中小企業退職金共済

(2) 他制度への資産の移換

移換先 件　数

権利義務移転
（老齢給付）

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

積立金
 企業型確定拠出年金

 中小企業退職金共済



様式C6－イ③（リスク分担型企業年金以外）

５．資産運用状況

運用区分数　〔　　　　　　　　　〕

＜以下、運用区分ごとに作成すること。＞

運用区分名称　〔　　　　　　　　　〕

※　運用区分数が「１」のときは、運用区分名称を省略して差し支えない。

(1) 政策的資産構成割合等 （単位：％）

※小数点第２位を四捨五入すること。

％ ％ ％

※小数点第３位を四捨五入すること。

備考

(2) 運用担当者等の状況

専門資格 有 無 「有」の場合具体的な資格〔　　　　　　　　　　　〕

研修受講 有 無 「有」の場合具体的に受講した研修〔　　　　　　　　　　　〕

実務経験３年以上 有 無

備考

リスク 予定利率

　　年　　月　　日 資産運用委員会の設置 有 無

構成割合

短期資産 その他資産 合計

策定日

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 一般勘定

100.0

期待収益率



(3) 全体資産

①資産別残高及び資産構成割合 （単位：百万円、％）

（備考）

その他資産の内訳

区分表

※　構成割合は、小数点第２位を四捨五入すること。

備考

②運用機関別資産残高等 （単位：百万円）

(　　　)社 (　　　)社 (　　　)社

※内訳欄は、適宜増やすこと。

備考

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 一般勘定 短期資産 その他資産 資産合計

構 成 割 合 100.0

時 価 総 額

時価総額

ヘッジファンド 不動産
プライベート・

エクイティ
コモディティ

（商品）
その他

プライベート・エクイティ ベンチャー・キャピタル、バイアウト、ディストレスト、その他のプライベート・エクイティ

合計

コモディティ（商品） 商品ファンド、その他のコモディティ

その他
ハイイールド債、CLO、CDO、インフラストラクチャー、保険リンク証券、マネージドフューチャー
ズ、その他のオルタナティブ、その他の投資商品

種類 内容

ヘッジファンド
ファンド・オブ・ヘッジファンズ、株式マーケットニュートラル、株式ロング・ショート、債券アービト
ラージ、.ＣＢアービトラージ、グローバルマクロ、イベントドリブン、マルチストラテジー、その他の
ヘッジファンド

不動産
国内不動産私募ファンド、海外不動産私募ファンド、国内REIT、米国REIT、グローバルREIT
（米国以外の単一国REITを含む。）、その他の不動産

信 託 銀 行 生 命 保 険 金融商品取引業者

資産合計 資産合計 資産合計

内
訳

○○信託銀行

内
訳

○○生命保険

内
訳

○○投資顧問

農業協同組合連合会 自 家 運 用 共同運用事業

資産合計 資産合計 資産合計

総幹事会社名

運用コンサルタント会社名

（　　　　　　　　）社



③運用方法・運用機関別資産残高等 （単位：百万円、％）

バランス型運用計 (　　　)社

国内債券パッシブ計 (　　　)社

国内債券その他計 (　　　)社

国内株式パッシブ計 (　　　)社

国内株式その他計 (　　　)社

外国債券パッシブ計 (　　　)社

外国債券その他計 (　　　)社

外国株式パッシブ計 (　　　)社

外国株式その他計 (　　　)社

一般勘定計 (　　　)社

その他 (　　　)社

※１　内訳欄は、適宜増やすこと。

※２　自家運用及び共同運用事業に係る資産は含めない。

※３　各構成割合は、各区分内の割合ではなく資産合計に対する割合を記載することとし、

　　小数点第２位を四捨五入すること。

区分 時価金額 構成割合(%)

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

内
訳

○○生命保険

農業協同組合連合会

○○投資顧問

資産合計 100.0

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問



備考

(4) 自家運用に関する特記事項

①運用方法別資産残高 （単位：百万円）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

②株式インデックス運用の状況 （単位：％）

（ ）

※（　　）内には、採用した具体的な指数を記入すること。

運用方法 時価総額

令第４４条第１号 イ

ロ

ハ

ニ （上記除く）

ヘ （２）

ヘ （３）

令第４４条第２号 イ

ロ

ハ

ニ

ホ

５月

６月

12月

ヘ （４）

① ②

備　　考当該株式運用の収益率 株式指数の変化率

９月

10月

４月

８月

差
①－②

３月

年間トラッキングエラー

１月

２月

７月

11月



様式C6－イ③’（リスク分担型企業年金）

５．資産運用状況

運用区分数　〔　　　　　　　　　〕

＜以下、運用区分ごとに作成すること。＞

運用区分名称　〔　　　　　　　　　〕

※　運用区分数が「１」のときは、運用区分名称を省略して差し支えない。

(1) 政策的資産構成割合等 （単位：％）

※小数点第２位を四捨五入すること。

％ ％ ％

※小数点第３位を四捨五入すること。

備考

(2) 運用担当者等の状況

専門資格 有 無 「有」の場合具体的な資格〔　　　　　　　　　　　〕

研修受講 有 無 「有」の場合具体的に受講した研修〔　　　　　　　　　　　〕

実務経験３年以上 有 無

備考

リスク 予定利率 調整率

　　年　　月　　日 資産運用委員会の設置 有 無

構成割合

短期資産 その他資産 合計

策定日

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 一般勘定

100.0

期待収益率



(3) 全体資産

①資産別残高及び資産構成割合 （単位：百万円、％）

（備考）

その他資産の内訳

区分表

※　構成割合は、小数点第２位を四捨五入すること。

備考

②運用機関別資産残高等 （単位：百万円）

(　　　)社 (　　　)社 (　　　)社

※内訳欄は、適宜増やすこと。

備考

国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 一般勘定 短期資産 その他資産 資産合計

構 成 割 合 100.0

時 価 総 額

時価総額

ヘッジファンド 不動産
プライベート・

エクイティ
コモディティ

（商品）
その他

プライベート・エクイティ ベンチャー・キャピタル、バイアウト、ディストレスト、その他のプライベート・エクイティ

合計

コモディティ（商品） 商品ファンド、その他のコモディティ

その他
ハイイールド債、CLO、CDO、インフラストラクチャー、保険リンク証券、マネージドフューチャー
ズ、その他のオルタナティブ、その他の投資商品

種類 内容

ヘッジファンド
ファンド・オブ・ヘッジファンズ、株式マーケットニュートラル、株式ロング・ショート、債券アービト
ラージ、.ＣＢアービトラージ、グローバルマクロ、イベントドリブン、マルチストラテジー、その他の
ヘッジファンド

不動産
国内不動産私募ファンド、海外不動産私募ファンド、国内REIT、米国REIT、グローバルREIT
（米国以外の単一国REITを含む。）、その他の不動産

信 託 銀 行 生 命 保 険 金融商品取引業者

資産合計 資産合計 資産合計

内
訳

○○信託銀行

内
訳

○○生命保険

内
訳

○○投資顧問

農業協同組合連合会 自 家 運 用 共同運用事業

資産合計 資産合計 資産合計

総幹事会社名

運用コンサルタント会社名

（　　　　　　　　）社



③運用方法・運用機関別資産残高等 （単位：百万円、％）

バランス型運用計 (　　　)社

国内債券パッシブ計 (　　　)社

国内債券その他計 (　　　)社

国内株式パッシブ計 (　　　)社

国内株式その他計 (　　　)社

外国債券パッシブ計 (　　　)社

外国債券その他計 (　　　)社

外国株式パッシブ計 (　　　)社

外国株式その他計 (　　　)社

一般勘定計 (　　　)社

その他 (　　　)社

※１　内訳欄は、適宜増やすこと。

※２　自家運用及び共同運用事業に係る資産は含めない。

※３　各構成割合は、各区分内の割合ではなく資産合計に対する割合を記載することとし、

　　小数点第２位を四捨五入すること。

区分 時価金額 構成割合(%)

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

内
訳

○○生命保険

農業協同組合連合会

○○投資顧問

資産合計 100.0

内
訳

○○信託銀行

○○生命保険

○○投資顧問



備考

(4) 自家運用に関する特記事項

①運用方法別資産残高 （単位：百万円）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

（特定信託含む）

②株式インデックス運用の状況 （単位：％）

（ ）

※（　　）内には、採用した具体的な指数を記入すること。

運用方法 時価総額

令第４４条第１号 イ

ロ

ハ

ニ （上記除く）

ヘ （２）

ヘ （３）

令第４４条第２号 イ

ロ

ハ

ニ

ホ

５月

６月

12月

ヘ （４）

① ②

備　　考当該株式運用の収益率 株式指数の変化率

９月

10月

４月

８月

差
①－②

３月

年間トラッキングエラー

１月

２月

７月

11月



様式C6－イ④

（別紙）実施事業所一覧（実施事業所が２以上ある場合）



記載上の注意（様式 C6－イ） 

 

１．適用状況 

実施事業所数及び加入者数 

(1) 「実施事業所数」欄には、今事業年度末現在において当該基金に加入している実

施事業所の数を記入すること。実施事業所が２以上ある場合は、実施事業所の名称

の一覧を別紙として添付すること。 

(2) 「加入者数」欄には、今事業年度末現在の加入者数を記入すること。なお、括弧

内には、前年度末の加入者数を記入すること。 

 

２．給付状況 

(1) 「年金」の「件数」欄には、今事業年度末における受給者（受給待期中の者は除

く。以下同じ。）の数を記入すること。なお、１人を１件とする。 

(2) 「年金」の「金額（円）」欄には、(1)に該当する受給者の今事業年度末の年金額

の合計を記入すること。 

(3) 「新規」の「件数」の欄には、(1)に該当する受給者のうち、今事業年度中に裁定

された受給者の数を記入すること。なお、１人を１件とする。 

(4) 「新規」の「金額（円）」の欄には、(3)に該当する受給者の今事業年度末の年金

額の合計を記入すること。 

(5) 「一時金」の「件数」欄には、今事業年度中に裁定された件数の累計を記入する

こと。なお、１人を１件とする。 

(6) 「一時金」の「金額（円）」欄には、(5)に該当する支給額の合計を記入すること。 

(7) 設けていない給付については、「件数」及び「金額（円）」の欄は空欄又は「－」

として差し支えない。 

 

３．掛金拠出状況 

(1) 「納付決定額」欄には、次のア、イのいずれかによる額を記入すること。 

ア 今事業年度中に債権が確定した掛金額の累計に、前事業年度までの未納額を合

算した額。なお、掛金の対象年度にかかわらず、当該事業年度中に債権が確定し

た額を対象とすること。また、債権は以下のときに確定したものと扱うこと。 

○ 資産管理運用機関等が事業主に拠出額を通知したとき 

○ その他事業主が拠出額を決定したとき 

イ 今事業年度の損益計算書における掛金収入の額に、前事業年度までの未納額を

合算した額。 

(2) 「納付済額」欄には、今事業年度中に納付された掛金額の累計を記入すること。 

(3) 「不納欠損額」欄には、今事業年度中に不納欠損処分にした掛金額の累計を記入

すること。 

(4) 「未納額」欄には、次により計算される額を記入すること。 

  「未納額」＝「納付決定額」－「納付済額」－「不納欠損額」 

(5) 「(再掲)加入者負担分」欄には、掛金総額のうち加入者が負担した分を再掲とし

て記入すること。 

(6) 設けていない掛金については、当該掛金に係る各欄は空欄又は「－」として差し

支えない。また、「納付決定額①」欄が０の掛金に係る「②／①」欄は「－」とす

ること。 

 

４．年金通算状況 

「件数」欄には、今事業年度中に受け入れ又は移換した脱退一時金相当額等の件数



の累計を記入すること。なお、１人を１件とする。 

ただし、法第７６条（基金の統合）、法第７７条（基金の分割）、法第８０条（規

約型企業年金から基金への移行）及び法第８１条（基金から規約型企業年金への移行）

に伴う移受換の件数については計上しないこと。 

 

５．資産運用状況 

「運用区分数」の欄には、積立金の運用について、長期にわたり維持すべき資産の

構成割合を区分ごとに定めている場合における区分数を記入すること。積立金の運用

を区分していない場合は「１」とすること。 

 

１  政策的資産構成割合等 

(1) 「構成割合」欄には、今事業年度末現在における直近の規則第８４条第１項第

１号に定める「長期にわたり維持すべき資産の構成割合」（以下「政策的資産構

成割合」という。）を記入すること（共同運用事業に係る資産を含む。）。なお、

政策的資産構成割合を定めている区分が報告様式の区分と異なる場合には、政策

的資産構成割合に基づき報告様式の区分による構成割合を合理的に定めること。

政策的資産構成割合に含まれない資産の欄（端数を含めたとしても構成割合が０

となる欄）は、空欄又は「－」として差し支えない。 

(2) 「期待収益率」欄及び「リスク」欄には、(1)の「政策的資産構成割合」の基

となる期待収益率及びリスクを記入すること。（政策的資産構成割合の策定時の

期待収益率及びリスクとし、その後、財政再計算時に予定利率の見直しを行った

場合は、当該見直し時点のものとすること。） 

(3) 「予定利率」欄には、今事業年度末現在における直近の財政計算で用いた予定

利率を記載すること。ただし、複数の予定利率を用いている場合には、通常予測

給付現価から掛金収入現価（標準掛金額及び補足掛金額を合算した額又はリスク

分担型企業年金掛金額の現価に相当する額）を控除した額で加重平均した値を記

入すること。 

(4) リスク分担型企業年金の様式における「調整率」欄には、当該事業年度末に適

用されている調整率を記入すること。 

(5) 「策定日」欄には、(1)の「構成割合」を策定した日付を記入すること。 

(6) 「専門資格」の欄は、運用責任者又は運用担当者の中に管理運用業務（運用の

基本方針や資産構成の決定、運用受託機関又は運用コンサルタントの選任、管理

等）に関連する資格（例えば、日本証券アナリスト協会認定アナリスト等）を有

している者がいる場合に「有」、いない場合に「無」を選択すること。「有」の

場合には、具体的な資格名を記入すること。 

(7) 「研修受講」の欄は、運用責任者又は運用担当者の中に、企業年金連合会等が

実施する管理運用業務の遂行に資する研修受講歴を有している者がいる場合に

「有」、いない場合に「無」を選択すること。「有」の場合には、過去に受講し

た主な研修の具体的名称を記入すること。 

(8) 「実務経験３年以上」の欄は、運用責任者又は運用担当者の中に、年金資産運

用に関する実務経験（政策的資産構成割合の決定に従事若しくは関与する経験

等）を概ね３年以上有している者がいる場合に「有」、いない場合に「無」を選

択すること。 

 

２  資産別残高及び資産構成割合 

(1) 事業年度末日における資産の時価総額（共同運用事業に係る資産を含む。）に

ついて、確定給付企業年金法施行規則第四十三条第一項に規定する通常の予測を

超えて財政の安定が損なわれる危険に対応する額の算定方法（平成２８年厚生労



働省告示第４１２号）の別表備考に規定する区分に従い、記入すること。 

(2) 「その他資産」について、区分表に従い、その内訳（資産の額）を備考欄に記

入すること。 

(3) 「時価総額」、「構成割合」及び「その他資産の内訳」欄において、該当がな

いもの（金額が０円であるもの）は、空欄又は「－」として差し支えない。 

 

３ 運用機関別資産残高等 

(1) 「信託銀行」、「生命保険」、「金融商品取引業者」、「農業協同組合連合会」、

「自家運用」及び「共同運用事業」欄において、該当がないもの（金額が０円で

あるもの）は、空欄又は「－」として差し支えない。 

(2) 「総幹事会社名」欄には、制度全体の取りまとめを行う運用受託機関を記入す

ること。 

(3) 「運用コンサルタント会社名」欄には、運用コンサルタント契約を結んでいる

場合に、記入すること。 

(4) 「総幹事会社名」及び「運用コンサルタント会社名」については、商業登記簿

上の名称を記載すること。商業登記簿上の名称によることができない場合には、

受託機関を判別することができる名称を記載すること。 

 

４ 運用方法・運用機関別資産残高等 

(1) 「バランス型運用」の項には、資産を国内債券、国内株式、外国債券、外国株

式等に分散して運用する商品（例えば、信託銀行、生命保険会社（特別勘定）、

金融商品取引業者によるバランス型運用）を、採用商品毎に記入すること。 

(2) 「パッシブ」の項には、各資産市場の収益率を示す指数（Nomura-BPI、東証株

価指数（TOPIX）、シティグループ世界国債インデックス、MSCI-Kokusai 等（規

模別、地域別指数等を含む））に連動した収益を獲得することを運用目標として

いる商品（信託銀行の合同口、生命保険会社特別勘定の特化型運用を含む）を、

採用商品毎に記入すること。 

(3) 運用受託機関名については、商業登記簿上の名称を記載すること。商業登記簿

上の名称によることができない場合には、受託機関を判別することができる名称

を記載すること。 

(4) 該当がない運用方法・運用機関の区分（金額が０円である区分）については、

「時価金額」及び「構成割合」欄は空欄又は「－」として差し支えない。 

 

５ 株式インデックス運用の状況 

  自家運用において株式インデックス運用を行う基金が、当該事業年度における各

月ごとの当該株式運用による収益率及び採用した株価指数の変化率とその差、年間

のトラッキングエラーについて記載すること。 

(1) 各月の当該株式運用の収益率については、取引コスト控除後で計算すること。 

(2) 各月の株価指数の変化率については、採用した株価指数の変化率に配当を加え

た数値で計算すること。 

(3) トラッキングエラーについては、次のとおりとすること。 

① 運用期間１年以上の場合 

  当該年度各月の乖離率（当該株式の運用による収益率と採用した株価指数の

変化率の差）と当該乖離率の年間平均（１２で除する）との差の二乗の年間平

均の平方根に１２の平方根を乗じて得た数を記入すること。 

② 運用期間１年未満の場合 

  当該運用期間の各月の乖離率と当該乖離率の期間平均（当該運用月数で除す

る）との差の二乗の期間平均の平方根に１２の平方根を乗じて得た数を記入す



ること。ただし、運用開始月について、月の途中で運用を開始した場合は、当

該株式運用による収益率と採用した株価指数の変化率を同等に比較すること

はできないことから記入しないこと。 

(4) トラッキングエラーが１．０％を超えた場合については、備考欄において、そ

の要因の分析を記入すること。 

(5) 収益率、変化率及びトラッキングエラーは、小数点第３位を四捨五入し、小数

点第２位までを記入すること。 

 



様式C6－ウ　事業報告書（給付設計に関する報告書）

＜チェックボックスは、該当するものすべてを選択すること。＞

給付の区分の数〔　　　　〕

＜以下給付の区分ごとに作成すること。＞

１．給付の区分の名称　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

２．給付の種類（簡易な基準に基づく確定給付企業年金の場合は、障害給付金の項目は空欄とすること。）

□　老齢給付金

３．加入者の範囲及び加入者期間

(1) 加入対象となる職種

□　職種を問わない

□　一定の職種

具体的な内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（対象とする職種、除外する職種を記載）

(2) 希望する者

□　希望する者のみを加入者とする

(3) 休職等の期間中の取扱い

□　休職等（全部又は一部）の期間中の者を加入者としない。

加入者としない期間の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　休職等（全部又は一部）の期間中を給付額の算定対象期間としない。

算定対象としない期間の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(4)　加入者資格を取得する年齢・勤続期間　（希望する者のみ加入者とする場合には、加入選択時期）

□　入社時（年齢・勤続期間による要件を設けていない）

□　入社　　　　年　　　　月　経過

　　〔　または　・　かつ　〕　満　　　　　歳　　　　月　到達

（上記経過又は到来後、最初に到来する毎月１日に加入者資格を取得する場合を含む。）

□　上記到達後　最初に到来する特定月

□ １月 □ ２月 □ ３月 □ ４月 □ ５月 □ ６月

□ ７月 □ ８月 □ ９月 □ 10月 □ 11月 □ 12月

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(5)　加入者資格を喪失する年齢

□　退職時（年齢による要件を設けていない）

□　満　　　　　歳　　　　月　到達

□　満　　　　　歳の誕生日 □　左記誕生日の属する月の末日

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(6)　その他加入者とする要件又は加入者としない要件

内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(7)　過去期間通算

□　過去期間通算あり □　確定給付企業年金の実施前の期間（令第２２条第１項第１号）

□　加入者資格の取得前に使用されていた期間（令第２２条第１項第２号）

□　他の厚生年金適用事業所に使用されていた期間（令第２２条第１項第３号）

(8)　加入者期間の計算方法

□　月単位 □　年単位 □　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(9)　給付額算定期間の計算方法

□　月単位 □　年単位 □　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　脱退一時金 □　遺族給付金 □　障害給付金



（令第２４条第１項第１号の方法）

□　定額又は加入者期間に応じた額とする方法

（令第２４条第１項第２号の方法）

□　平均給与等比例（累計給与等比例）（加入者期間全期間の平均・累計）

□　最終給与等比例

□　その他加入者期間のうち一部の期間に係る給与等に比例する額とする方法

（給与等の種類）

□　厚生年金保険の標準報酬ほか実際に支給される給与

□　退職金規程等に規定される給付額算定の基準とする便宜上の給与

□　ポイント

（令第２４条第１項第３号の方法）

□　キャッシュバランスプラン

（付与額の種類）

□　定額

□　厚生年金保険の標準報酬ほか実際に支給される給与

□　退職金規程等に規定される給付額算定の基準とする便宜上の給与

□　ポイント

（再評価の指標）

（規則第２９条第１号）

□　定率

（規則第２９条第２号）

□　国債利回り □　〔　　　　〕年物　〔　　　　〕年平均

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　物価指数

□　賃金指数

□　東証株価指数

□　Ｒｕｓｓｅｌｌ／Ｎｏｍｕｒａ　Ｐｒｉｍｅ　インデックス

□　その他の指標　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（規則第２９条第３号）

□　積立金の運用利回りの実績

（規則第２９条第４号）

□　上記の組み合わせ（上記該当指標をすべて選択の上組み合わせ方を記載）

　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（上限・下限（規則第２９条第５号））

上限 □　〔　　　　〕％

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

下限 □　〔　　　　〕％

□　下限予定利率（規則第２４条の３第１号イ（１）に規定する下限予定利率）

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（令第２４条第１項第４号の方法）

□　規則第２５条第１号から第３号の方法

　（令第２４条第１項第１号から第３号までの方法を上記に記載の上、組み合わせ方、丈比べの仕方を記載）

　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　規則第２５条第４号の方法（リスク分担型制度として上記までの内容に調整率を乗じる方法）

　（簡易な基準に基づく確定給付企業年金の場合は、空欄とすること。）

４．給付の額の算定方法



５．給付の額の改定（令第２４条第３項）

□　給付の額の改定あり

（額の改定の方法）（規則第２８条第２項）

（額の改定の指標）

（規則第２９条第１号）

□　定率

（規則第２９条第２号）

□　国債利回り □　〔　　　　〕年物　〔　　　　〕年平均

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　物価指数

□　賃金指数

□　東証株価指数

□　Ｒｕｓｓｅｌｌ／Ｎｏｍｕｒａ　Ｐｒｉｍｅ　インデックス

□　その他の指標　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（規則第２９条第３号）

□　積立金の運用利回りの実績

（規則第２９条第４号）

□　上記の組み合わせ（上記該当指標をすべて選択の上組み合わせ方を記載）

　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（上限・下限（規則第２９条第５号））

上限 □　〔　　　　〕％

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

下限 □　〔　　　　〕％

□　下限予定利率（規則第２４条の３第１号イ（１））

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕



６．給付の支給要件・支給内容

老齢給付金 受給資格要件 加入者期間 〔　　　　〕年 〔　　　　〕月 以上

支給開始要件  〔　　　　〕歳 　到達

□　〔　　　　〕歳以上で資格喪失

支給内容 支給期間 □　終身

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　上記以外にも選択肢あり　〔　　　　　　　　〕

※

一時金選択 □　あり　

　選択時期〔　　　　　　　　　　　　　〕

　選択割合〔　　　　　　　　　　　　　〕

繰下げ可否 □　繰下げ可

　内容〔　　　　　　　　　　　　　〕

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

脱退一時金（１号） 受給資格要件 加入者期間 〔　　　　〕年 〔　　　　〕月 以上

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

脱退一時金（２号） □　あり

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

障害給付金 □　年金

障害年金の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　一時金

障害一時金の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

遺族給付金 □　年金

遺族年金の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　一時金

遺族一時金の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（注１） 脱退一時金（１号）及び（２号）は、それぞれ法第４１条第２項第１号及び第２号の脱退一時金。

（注２） 制度移行等に伴う経過措置を設けている場合には、その旨、備考欄に記載すること。

（注３） 簡易な基準に基づく確定給付企業年金の場合は、障害給付金の項目は空欄とすること。

資格喪失事由によって異なる場合は、自己都合の場
合など最も長い加入者期間の要件を課す事由のもの
を記載。それ以外の場合は備考欄に記載。

資格喪失事由によって異なる場合は、自己都合の場
合など最も長い加入者期間の要件を課す事由のもの
を記載。それ以外の場合は備考欄に記載。

有期年金の選択肢は、規約で定める順、給付時に選
択される件数が多い順又は主な選択肢として見込ま
れる順等の順に上詰めで４つまで記載（複数の選択
肢がない場合には、最上段に記載すること。）。５
つ以上の選択肢がある場合や所定の期間での給付で
はないものがある場合には、「上記以外にも選択肢
あり」を選択の上、その内容を記載すること。



 
様式 C7－ア 

規約（基金）番号      号 

実施事業所（基金）名 

 

 

決算に関する報告書 
（簡易な基準に基づく確定給付企業年金の場合） 

（簡易な基準に基づく確定給付企業年金） 
 
 
 

（財政決算日：  年  月  日） 
 
 
 
 （注）決算に関する報告書のうち、年金数理に関する確認が必要な事項 

１ 貸借対照表（年金経理の負債に関する事項に限る。） 
２ 損益計算書（年金経理の負債の変動に関する事項に限る。） 
３ 「積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較を示した書

類」及び「積立金の積立てに必要となる掛金の額を示した書類」 



１．積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較

％ ％ ％ ％

□

 [備考] 

[備考]

様式C7－イ　積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較を示した書類

当年度 前年度 ２年前

（金額単位 ： 千円）

 

純 資 産 額 ①

３年前

非継続基準が１．００以上又は非継続基準が０．９０以上であり、過去３事業年度の財政検証のうち２事業

年度以上が１．００以上である。

３年前

 

（注１）　④が０以下である場合には、継続基準の欄は「－」とし、⑤が０である場合には、非継続基準の欄は「－」

（注２）　②≦ＭＡＸ（数理債務、⑤）×1.5又はリスク分担型企業年金の場合は、積立超過及び⑥の欄は記入を

　　　　要しない。また、⑥が０である場合は、積立超過の欄は「－」とすること。

 

２年前

 

前年度

（注）　責任準備金が０である場合は、「－」とすること。

時 価 ベ ー ス 利 回 り ③

数 理 上 資 産 額 ②

最 低 積 立 基 準 額 ⑤

 

２．財政再計算の要否

 

　（数理上資産額＋許容繰越不足金） ／
　責任準備金（1.00以上）

当年度

積 立 上 限 額 ⑥

積 立 超 過 （②／⑥ ） （ 1.00以 下）

　　　　とすること。

非 継 続 基 準 （ ① ／ ⑤ ） （ 1.00 以 上 ）

責 任 準 備 金 ④

継 続 基 準 （①／④ ） （ 1.00以 上）



（金額単位 ： 千円）

当年度 前年度

 [備考] 

 [備考] 

４．資産評価調整額　（評価方法が時価方式の場合）

□　積立金の額の評価の方法は時価方式である。

（注） ４の⑭が正の場合⑦、負の場合⑥に当該額の絶対値を記入するものとする。（評価方法が時価方式の場

　　　合は、いずれも零。）

３．純資産額及び数理上資産額

 

流 動 資 産 ①

固 定 資 産 ②

流 動 負 債 ③

数 理 上 資 産 額 （ ⑤ － ⑥ ＋ ⑦ ） ⑧

資 産 評 価 調 整 加 算 額 ⑦

支 払 備 金 ④

純 資 産 額 （①＋②－③－④） ⑤

資 産 評 価 調 整 控 除 額 ⑥



当年度 前年度 ２年前 ３年前 ４年前

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

（   　 　％） （   　 　％） （  　　  ％） （  　 　 ％） （ 　　   ％）

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

　□時価移動平均方式 □時価移動平均方式と時価方式のいずれか低い額

　□収益差平滑化方式 □収益差平滑化方式と時価方式のいずれか低い額

　□評価損益平滑化方式 □評価損益平滑化方式と時価方式のいずれか低い額

[備考]

⑭＝⑪－⑫ （絶対値は⑬を限度とし、また、評価方式において数理的評価と時価のいずれか低い額を

⑯＝⑫＋⑭

運 用 コ ス ト の 未 払 分

（注）      ①＝当年度中の運用収益を除く全ての収入合計から全ての支出合計を控除したもの　（実現ベース）

⑪＝①＋⑦＋⑩＋⑮＋前期の⑪－前期の⑮

⑬＝⑫×時価との許容乖離率

　採る方式の場合、⑪－⑫が正のときは０とする。）

う ち キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン 以 外

期 中 時 価 ベ ー ス 収 益
（ 時 価 ベ ー ス 利 回 り ）

⑧

⑧の （　） 内＝⑧÷（②＋前期の⑫－前期の⑮）×365／期中日数 （小数点以下2 桁まで記入）

②＝Σ　（各収入×期末までの日数－各支出×期末までの日数）／期中日数

⑤＝④のうち資産取引に起因する損益以外のもの。 「０」 とすることも可。

⑥＝(前期の⑪－前期の⑮＋②)×Ｉ  ( Ｉ は平滑化期間中の時価ベース利回り　(⑧の (　) 内) の単純平均)

⑦＝評価損益平滑化方式の場合④、時価移動平均方式の場合⑤、収益差平滑化方式の場合⑥

⑧＝損益計算書における運用収益から運用報酬等及び運用損失の合計額を控除した額

⑨ の 平 滑 期 間 中 の 平 均

期 末 数 理 的 評 価 資 産 額

期 末 時 価 資 産 額

固 定 資 産 の 財 政 運 営 上 の 評 価 額

時 価 と の 許 容 乖 離 幅

資 産 評 価 調 整 額

（金額単位 ： 千円）

年　　（≦ 5 年）

％　　（≦ 15％）    

数理的評価の方法

ア　数理的評価方式

イ　時価との許容乖離率

ウ　数理的評価に使用する平滑化の期間

４．資産評価調整額　（評価方法が時価方式以外の場合）

 

期 中 収 支 差

期 中 収 支 元 本 平 残

期 末 簿 価 資 産 額

基 準 収 益

収 益 差 （ ⑧ － ⑦ ）

期 中 簿 価 ベ ー ス 収 益

期 中 予 定 収 益 （ Ｉ ＝ ％ ）



合  計

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮  

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

㉑

㉒

㉓

㉔

 [備考] 

 

①

②

③

④

⑤

⑥

 [備考] 

　　　計算した額、同条第３号の方法を選択した場合は①～③で計算した額と④～⑥で計算した額のうちいずれか小さい額とする。

％

許 容 繰 越 不 足 金 を 算 出 す る た め の 率

許 容 繰 越 不 足 金 を 算 出 す る た め の 率

責 任 準 備 金

④ × ⑤

（注） 許容繰越不足金は、規則第５６条第１号の方法を選択した場合は①～③で計算した額、同条第２号の方法を選択した場合は④～⑥で

％

① × ②

標 準 掛 金 収 入 現 価 （ ２ ０ 年 分 ）

 

将 来 加 入 者

現 在 加 入 者

計　（⑫、⑬）

特 別 掛 金 収 入 現 価

標 準 掛 金 収 入 現 価 （ ⑪ × ⑮ ）

給
 

付
 

現
 

価

そ の 他 の 受 給 者

財 政 悪 化 リ ス ク 相 当 額

特 例 掛 金 収 入 現 価

６．許容繰越不足金

　　　　付け、区分して記載すること。（以下７及び８において同じ。）

区分Ａ

標 準 掛 金 率 （ 額 ） （ 規 約 上 ）

給　与　現　価
（人　数　現　価）

現 在 加 入 者 （ 過 去 分 ）

区分Ｂ

現 在 加 入 者 （ 将 来 分 ）

待 期 者

将 来 加 入 者

 

（注２） リスク分担型企業年金においては、「標準掛金」、「特別掛金」及び「リスク対応掛金」の欄には、掛金のうち規則第４６条の３第１項に基づき
　　　　計算した額を記載し、数理債務は記載しないこと。

許 容 繰 越 不 足 金

責 任 準 備 金 （ ① - ⑩ - ⑯ - ⑱ - ⑲ - ㉓ ）

（注３）　リスク分担型企業年金においては、［備考］欄に今後の調整率を記載すること。

数 理 債 務 （ ② ＋ ⑩ － ⑯ ）

リ ス ク 対 応 掛 金 収 入 現 価

（注１） 複数の給付設計を行う場合又は加入者を複数のグループに分ける場合は、その区分毎に計算することとし、給付区分として適宜名称を

追 加 拠 出 可 能 額 現 価

５．数理債務及び責任準備金

通 常 予 測 給 付 現 価 （ ③ ～ ⑧ ）

合 計 （ ② ＋ ⑨ ＋ ⑩ ）

年 金 受 給 者

 

（金額単位 ： 千円）

（金額単位 ： 千円）

標 準 掛 金 率 （ 額 ） （ 数 理 上 ）

数 理 上 資 産 額

うち、別途積立金として留保する額

うち、承継事業所償却積立金として留保する額

（ ① - ⑩ - ⑯ - ⑱ - ⑲ - ⑳ + ㉑ + ㉒ 、 た だ し 、 負 値 と な る 場 合 は 零 、
財 政 悪 化 リ ス ク 相 当 額 を 上 回 る 場 合 は 財 政 悪 化 リ ス ク 相 当 額 ）



（金額単位：千円）

区分Ａ 区分Ｂ

①

②

③

④

[備考]

％

（金額単位：千円）

区分Ａ 区分Ｂ

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

計   （⑨、⑩） ⑧

現 在 加 入 者 ⑨

将 来 加 入 者 ⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

 [備考] 

（注１）　計算に用いる基礎率は、規則第６２条第１号に規定しているものを用いること。

（注２）　リスク分担型企業年金は記入しないこと。

□ 確定給付企業年金法第５５条第３項に定めるところにより算定した掛金の額が零であるため、積立上限額

　　　の計算を行わない。

□ 数理上資産額が数理債務の額又は最低積立基準額のいずれか大きい額に１．５を乗じて得た額を下回って

　　　いるため、積立上限額の計算を行わない。

７．最低積立基準額

８．積立上限額

待 期 者 そ の 他 加 入 者 で あ っ た 者

加 入 者

数 理 債 務 （ ① － ⑫ ）

現 在 加 入 者 （ 将 来 分 ）

現 在 加 入 者 （ 過 去 分 ）

 計

最 低 積 立 基 準 額 （ ② ～ ④ ）

年 金 受 給 者

 計

最低積立基準額の算定に用いた予定利率

将 来 加 入 者給
　
付
　
現
　
価

合 計 （ ② ～ ⑦ ）

給　与　現　価
（人　数　現　価）

標 準 掛 金 率 （ 額 ） （ 規 約 上 ）

年 金 受 給 者

最 低 積 立 基 準 額

標 準 掛 金 収 入 現 価 （ ⑧ × ⑪ ）

積立上限額 （MAX （⑬,⑭）×1.5）

待 期 者

そ の 他 の 受 給 者



（金額単位：千円）

[備考]

（注）

　は円単位、年間の掛金総額による場合は千円単位で記載すること。

７．⑨及び⑩は、掛金率による場合は％単位又は‰単位で記載し、加入者１人当たりの掛金額による場合

４．⑥は、非継続基準に抵触した翌事業年度に掛金を拠出する場合にあっては、②－①の額を記載し

　、翌々事業年度に掛金を拠出する場合にあっては、③－①－④の額を記載すること。

５．④は負値となる場合でも負値を記載すること。

６．決算に関する報告書の提出時までに⑦又は⑧の額が定められてない場合にあっては、⑦又は⑧

に⑤の額を記載すること。このとき、⑨及び⑩の記載は要しないものとし、掛金の規約変更申請の際

　に⑨及び⑩を記載した書類を添付するものとする。

　読み替えて準用する同条第１項第１号の額を記載すること。

積 立 不 足 額 ⑥

翌 事 業 年 度 に 追 加 す る 特 例 掛 金 の 額 ⑦

翌 々 事 業 年 度 に 追 加 す る 特 例 掛 金 の 額 ⑧

⑦又は⑧に係る特例掛金 （掛金率又は掛金額） ⑨

う ち 加 入 者 負 担 分 ⑩

１．「積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較を示した書類」中１

　のチェック事項にあてはまる場合にあっては、この様式の提出は要しない。

２．⑦は、非継続基準に抵触した翌事業年度に掛金を拠出する場合にのみ記載し、③、④及び⑧は、

　翌々事業年度に掛金を拠出する場合にのみ記載すること。

３．⑤は、非継続基準に抵触した翌事業年度に掛金を拠出する場合にあっては、規則第５８条第１項

第１号の額を記載し、翌々事業年度に掛金を拠出する場合にあっては、規則第５８条第２項において

積 立 水 準 の 回 復 に 必 要 な 掛 金 の 額 ⑤

様式C7－ウ　積立金の積立てに必要となる掛金の額を示した書類（非継続基準）

純 資 産 額 ①

財 政 検 証 の 基 準 日 に お け る 最 低 積 立 基 準 額 ②

翌 事 業 年 度 に お け る 最 低 積 立 基 準 額 の 見 込 額 ③

翌 事 業 年 度 に お け る 積 立 金 の 増 加 見 込 額 ④



[備考]

３．②が０である場合は、積立比率の欄は「－」とすること。

様式C7－ウ’　積立比率回復計画の実施状況

１．積立比率回復計画を策定することとなった財政検証の基準日　（最近のもの）

　　　　　年　　　月　　　日

２．計画変更の必要性　（該当する□に／を記し、必要事項を記入）

□　積立比率が回復し、計画を実施する必要なし

□　修正が必要

□　修正は必要なく、継続実施

積立比率の推計

（金額単位 ： 百万円）

年 度

掛 金 等 収 入

運 用 収 益

給 付 費 等 支 出

年 度 末 純 資 産 額 ①

年度末最低積立基準額 ②

積 立 比 率 ①／②

運用利回りの前提　：

　チェック事項にあてはまる場合にあっては、この様式の提出は要しない。

（注） １．積立金の額が最低積立基準額を下回る場合に必要な額を、確定給付企業年金法施行規則の一部を

改正する省令 （平成２４年厚生労働省令第１３号） 附則第４条に基づき掛金を拠出することとしている

　場合に限り用いること。

２．「積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較を示した書類」中１の



 

（ ） （ ） （ ） （ ） ～

（ ） （ ） （ ） （ ） ～

[備考]

　　　　は円単位、年間の掛金総額による場合は千円単位で記載すること。

（注２） 上記 （注１） 以外の場合であって、決算に関する報告書の提出時までに掛金の控除の方法が定められていない

特例掛金

　　　　　　年　　　　　　月

※ （　） 内は加入者負担分

合 計 額 （ ③ ＋ ④ ） ⑤

□　(ｱ) 前詰め控除方式 □　(ｲ)均等控除方式

　　　　　　年　　　　　　月

（C）　掛金の控除の終了見込み時期

（D）　控除後の掛金　（掛金率又は掛金額）

様式C7－エ　財政検証（積立金の積立てに必要となる掛金の額を示した書類（積立超過））

数 理 上 資 産 額 ①

積 立 上 限 額 ②

積 立 上 限 超 過 額 （ ① － ② ） ③

利 子 相 当 額 ④

（金額単位：千円）

（注３） 控除後の掛金は、掛金率による場合は％単位又は‰単位で記載し、加入者１人当たりの掛金額による場合

（A）　掛金の控除の方法

特別掛金 期         間リスク対応掛金

（B）　掛金の控除の開始時期

標準掛金

（注１） 「積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較を示した書類」中１において、
　　　　積立超過が１.００以下の場合にあっては、この様式の提出は要しない。

場合にあっては、①から③のみを記載するものとし、掛金の控除に係る規約変更申請の際に、必要事項をすべて
　　　　記載した書類を添付するものとする。



１．積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較

％ ％ ％

[備考]

（注１）　④が０以下である場合には、継続基準の欄は「－」とし、⑤が０である場合には、非継続基準の欄は「－」

　　　　とすること。

（注２）　②≦ＭＡＸ（数理債務、⑤）×1.5の場合は、積立超過及び⑥の欄は記入を要しない。また、⑥が０である

　　　　場合は、積立超過の欄は「－」とすること。

[備考]

（注）　責任準備金が０である場合は、「－」とすること。

様式C7－オ 積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較を示した

　　　　　　書類　（簡易な基準に基づく確定給付企業年金）

当年度 前年度 ２年前 ３年前

（金額単位：千円）

純 資 産 額 ①

数 理 上 資 産 額 ②

時 価 ベ ー ス 利 回 り ③ ％

継 続 基 準 （ ① ／ ④ ） （ 1.00 以 上 ）

責 任 準 備 金 ④

非 継 続 基 準 （ ① ／ ⑤ ） （ 1.00 以 上 ）

最 低 積 立 基 準 額 ⑤

積 立 超 過 （ ② ／ ⑥ ） （ 1.00 以 下 ）

積 立 上 限 額 ⑥

□ 非継続基準が１．００以上又は非継続基準が０．９０以上であり、過去３事業年度の財政検証のうち２事業

　年度以上が１．００以上である。

２年前 ３年前

２．財政再計算の要否

当年度 前年度

 （数理上資産額＋許容繰越不足金）
　／責任準備金　（1.00以上）



（金額単位：千円）

当年度 前年度

 [備考] 

 [備考] 

３．純資産額及び数理上資産額

流 動 資 産 ①

固 定 資 産 ②

流 動 負 債 ③

支 払 備 金 ④

４．資産評価調整額　（評価方法が時価方式の場合）

□　積立金の額の評価の方法は時価方式である。

純 資 産 額 （ ① ＋ ② － ③ － ④ ） ⑤

資 産 評 価 調 整 控 除 額 ⑥

資 産 評 価 調 整 加 算 額 ⑦

数 理 上 資 産 額 （⑤－⑥＋⑦） ⑧

（注） ４の⑭が正の場合⑦、負の場合⑥に当該額の絶対値を記入するものとする。（評価方法が

　　　時価方式の場合は、いずれも零。）



当年度 前年度 ２年前 ３年前 ４年前

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

（   　 　％） （   　 　％） （  　　  ％） （  　 　 ％） （ 　　   ％）

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

　□時価移動平均方式 □時価移動平均方式と時価方式のいずれか低い額

　□収益差平滑化方式 □収益差平滑化方式と時価方式のいずれか低い額

　□評価損益平滑化方式 □評価損益平滑化方式と時価方式のいずれか低い額

イ　時価との許容乖離率

ウ　数理的評価に使用する平滑化の期間

[備考]

４．資産評価調整額　（評価方法が時価方式以外の場合）

期 中 収 支 差

期 中 収 支 元 本 平 残

期 末 簿 価 資 産 額

期 中 簿 価 ベ ー ス 収 益

う ち キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン 以 外

期 中 予 定 収 益 （ Ｉ ＝ ％ ）

基 準 収 益

期 中 時 価 ベ ー ス 収 益
⑧

（ 時 価 ベ ー ス 利 回 り ）

収 益 差 （ ⑧ － ⑦ ）

⑨ の 平 滑 期 間 中 の 平 均

期 末 数 理 的 評 価 資 産 額

①＝当年度中の運用収益を除く全ての収入合計から全ての支出合計を控除したもの　（実現ベース）

②＝Σ（各収入×期末までの日数－各支出×期末までの日数）／期中日数

⑤＝④のうち資産取引に起因する損益以外のもの。「０」 とすることも可。

⑥＝(前期の⑪－前期の⑮＋②)×Ｉ　(Ｉは平滑化期間中の時価ベース利回り　(⑧の (　) 内)　の単純平均)

時 価 と の 許 容 乖 離 幅

資 産 評 価 調 整 額

運 用 コ ス ト の 未 払 分

固 定 資 産 の 財 政 運 営 上 の 評 価 額

（金額単位：千円）

　採る方式の場合、⑪－⑫が正のときは０とする。）

⑯＝⑫＋⑭

⑦＝評価損益平滑化方式の場合④、時価移動平均方式の場合⑤、収益差平滑化方式の場合⑥

⑧＝損益計算書における運用収益から運用報酬等及び運用損失の合計額を控除した額

⑧の （　） 内＝⑧÷（②＋前期の⑫－前期の⑮）×365／期中日数（小数点以下2桁まで記入）

⑪＝①＋⑦＋⑩＋⑮＋前期の⑪－前期の⑮

⑬＝⑫×時価との許容乖離率

⑭＝⑪－⑫ （絶対値は⑬を限度とし、また、評価方式において数理的評価と時価のいずれか低い額を

数理的評価の方法

ア　数理的評価方式

　％　　（≦ 15％）

　年　　（≦ ５年）

期 末 時 価 資 産 額

（注）



５．数理債務及び責任準備金

給 付 現 価 ①

給 与 現 価 ②

標 準 掛 金 率 （ 額 ） （ 規 約 上 ） ③

標 準 掛 金 収 入 現 価 （ ② × ③ ） ④

数 理 債 務 （ ① － ④ ） ⑤

特 別 掛 金 収 入 現 価 ⑥

責 任 準 備 金 （ ⑤ － ⑥ ） ⑦

[備考]

６．許容繰越不足金

許 容 繰 越 不 足 金

標 準 掛 金 収 入 現 価 （ ２ ０ 年 分 ） ①

許容繰越不足金を算出するための率 ② ％

① × ② ③

責 任 準 備 金 ④

許容繰越不足金を算出するための率 ⑤ ％

④ × ⑤ ⑥

[備考]

（金額単位：千円）

（金額単位：千円）

を選択した場合は④～⑥で計算した額、同条第３号の方法を選択した場合は①～③で計算した額と④～⑥で計

（注） 複数の給付設計を行う場合又は加入者を複数のグループに分ける場合は、その区分毎に計算することとし、

　　　給付区分として適宜名称を付け、区分して記載すること。（以下７及び８において同じ。）

　　　算した額のうちいずれか小さい額とする。

計

（注） 許容繰越不足金は、規則第５６条第１号の方法を選択した場合は①～③で計算した額、同条第２号の方法



（金額単位：千円）

①

②

③

④

[備考]

（金額単位：千円）

①

②

③

④

[備考]

７．最低積立基準額

計

最 低 積 立 基 準 額 （ ② × ③ ／ ④ ）

数 理 債 務

数 理 債 務 （前回財政計算時）

最低積立基準額の算定に用いた予定利率 　％

（注）　再計算時など簡易な計算方法を用いない場合は、様式C7－イの７の様式に記載すること。

最低積立基準額 （前回財政計算時）

８．積立上限額

計

積 立 上 限 額 （ ② × ③ ／ ④ ）

□ 数理上資産額が数理債務の額又は最低積立基準額のいずれか大きい額に１．５を乗じて得た額を下回って

　いるため、積立上限額の計算を行わない。

（注）　再計算時など簡易な計算方法を用いない場合は、様式C7－イの８の様式に記載すること。

数 理 債 務

積 立 上 限 額 （ 前 回 財 政 計 算 時 ）

数 理 債 務 （ 前 回 財 政 計 算 時 ）

□ 確定給付企業年金法第５５条第３項に定めるところにより算定した掛金の額が零であるため、積立上限額

　の計算を行わない。



        （簡易な基準に基づく確定給付企業年金）

（金額単位：千円）

 

う ち 加 入 者 負 担 分 ⑩  

[備考]

(注)

　は円単位、年間の掛金総額による場合は千円単位で記載すること。

６．決算に関する報告書の提出時までに⑦又は⑧の額が定められてない場合にあっては、⑦又は⑧

に⑤の額を記載すること。このとき、⑨及び⑩の記載は要しないものとし、掛金の規約変更申請の際

　に⑨及び⑩を記載した書類を添付するものとする。

３．⑤は、非継続基準に抵触した翌事業年度に掛金を拠出する場合にあっては、規則第５８条第１項

第１号の額を記載し、翌々事業年度に掛金を拠出する場合にあっては、規則第５８条第２項において

　読み替えて準用する同条第１項第１号の額を記載すること。

　翌々事業年度に掛金を拠出する場合にあっては、③－①－④の額を記載すること。

５．④は負値となる場合でも負値を記載すること。

７．⑨及び⑩は、掛金率による場合は％単位又は‰単位で記載し、加入者１人当たりの掛金額による場合

４．⑥は、非継続基準に抵触した翌事業年度に掛金を拠出する場合にあっては、②－①の額を記載し、

積 立 水 準 の 回 復 に 必 要 な 掛 金 の 額 ⑤

様式 C7－カ   積立金の積立てに必要となる掛金の額を示した書類　（非継続基準）

純 資 産 額 ①

財 政 検 証 の 基 準 日 に お け る 最 低 積 立 基 準 額 ②

翌事業年度における最低積立基準額の見込額 ③

翌 事 業 年 度 に お け る 積 立 金 の 増 加 見 込 額 ④

　チェック事項にあてはまる場合にあっては、この様式の提出は要しない。

２．⑦は、非継続基準に抵触した翌事業年度に掛金を拠出する場合にのみ記載し、③、④及び⑧は、

　翌々事業年度に掛金を拠出する場合にのみ記載すること。

積 立 不 足 額 ⑥

翌 事 業 年 度 に 追 加 す る 特 例 掛 金 の 額 ⑦

翌 々 事 業 年 度 に 追 加 す る 特 例 掛 金 の 額 ⑧

⑦又は⑧に係る特例掛金 （掛金率又は掛金額） ⑨

１．「積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較を示した書類」中１の



（金額単位 ： 百万円）

[備考]

３．②が０である場合は、積立比率の欄は「－」とすること。

様式C7－カ’　積立比率回復計画の実施状況　（簡易な基準に基づく確定給付企業年金）

１．積立比率回復計画を策定することとなった財政検証の基準日　（最近のもの）

　　　　　年　　　月　　　日

２．計画変更の必要性　（該当する□に／を記し、必要事項を記入）

□　積立比率が回復し、計画を実施する必要なし

□　修正が必要

□　修正は必要なく、継続実施

積立比率の推計

年 度

掛 金 等 収 入

１．積立金の額が 最低積立基準額を下回る場合に必要な額を、確定給付企業年金法施行規則の

運 用 収 益

給 付 費 等 支 出

年 度 末 純 資 産 額 ①

一部を改正する省令 （平成２４年厚生労働省令第１３号）附則第４条に基づき掛金を拠出することと

　している場合に限り用いること。

２．「積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較を示した書類」中１

　のチェック事項にあてはまる場合にあっては、この様式の提出は要しない。

年度末最低積立基準額 ②

積 立 比 率 ① ／ ②

運用利回りの前提　：

（注）



（金額単位：千円）

（A）　掛金の控除の方法

　　□　(ｲ)均等控除方式

（ ） ～

（ ） ～

[備考]

（注３） 控除後の掛金は、掛金率による場合は％単位又は‰単位で記載し、加入者１人当たりの掛金額による

　　　　場合は円単位、年間の掛金総額による場合は千円単位で記載すること。

　　　　に、必要事項をすべて記載した書類を添付するものとする。

様式C7－キ　積立金の積立てに必要となる掛金の額を示した書類（積立超過）

　　　　　（簡易な基準に基づく確定給付企業年金）

数 理 上 資 産 額 ①

積 立 上 限 額 ②

積 立 上 限 超 過 額 （ ① － ② ） ③

利 子 相 当 額 ④

合 計 額 （ ③ ＋ ④ ） ⑤

□　(ｱ)前詰め控除方式

（B）　掛金の控除の開始時期 　　　　年　　　　　　月

（C）　掛金の控除の終了見込み時期 　　　　年　　　　　　月

（D）　控除後の掛金　（掛金率又は掛金額）

標準掛金 特別掛金 期　　　　間

れていない場合にあっては、①から③のみを記載するものとし、掛金の控除に係る規約変更申請の際

（ ）

（注２） 上記 （注１）以外の場合であって、決算に関する報告書の提出時までに掛金の控除の方法が定めら

（ ）

※ （  ）内は加入者負担分

（注１） 「積立金の額と責任準備金の額及び最低積立基準額並びに積立上限額との比較を示した書類」中

　　　　１において、積立超過が1.00以下の場合にあっては、この様式の提出は要しない。



様式C7-ク

（リスク分担型企業年金でない確定給付企業年金の場合） 【金額単位：円】

（年金経理） （　　　年　　月　　日現在）

当年度 前年度 増減
１．純資産
流動資産 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

現金・預貯金
投資
未収掛金
未収受換金等
未収脱退一時金相当額受入金
未収返納金
未収収益

固定資産 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
信託資産
保険資産
共済資産
投資

３．基本金
基本金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

繰越不足金
当年度不足金

総合計

当年度 前年度 増減
１．純資産
流動負債 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

未払運用報酬等
未払業務委託費等
未払特別法人税
預り金

支払備金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
未払給付費
未払移換金

２．負債
責任準備金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

責任準備金

３．基本金
基本金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

承継事業所償却積立金
別途積立金
当年度剰余金

総合計

財政悪化リスク相当額
リスク充足額

数理債務
未償却過去勤務債務残高等

小計

小計

資産勘定

負債勘定

貸借対照表

小計

小計

小計



（リスク分担型企業年金の場合） 【金額単位：円】
（年金経理） （　　　年　　月　　日現在）

当年度 前年度 増減
１．純資産
流動資産 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

現金・預貯金
投資
未収掛金
未収受換金等
未収脱退一時金相当額受入金
未収返納金
未収収益

固定資産 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
信託資産
保険資産
共済資産
投資

３．基本金
基本金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

繰越不足金
当年度不足金

総合計

当年度 前年度 増減
１．純資産
流動負債 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

未払運用報酬等
未払業務委託費等
未払特別法人税
預り金

支払備金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
未払給付費
未払移換金

２．負債
責任準備金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

責任準備金

３．基本金
基本金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

承継事業所償却積立金
別途積立金
当年度剰余金

総合計

財政悪化リスク相当額
リスク充足額

調整前通常予測給付現価
調整後通常予測給付現価

小計

小計

小計

小計

小計

資産勘定

負債勘定



【金額単位：円】

自　　　年　　月　　日

（年金経理） 至　　　年　　月　　日

当年度 前年度 増減
１．経常収支
給付費 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

老齢給付金
脱退一時金
遺族給付金
障害給付金

移換金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
移換金

運用報酬等 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
運用報酬等

業務委託費等 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
業務委託費等

特別法人税 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
特別法人税

運用損失 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
信託資産に係る当期運用損失
保険資産に係る当期運用損失
共済資産に係る当期運用損失
投資資産に係る当期運用損失

２．特別収支
特別支出 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

特別支出
繰入金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

業務会計への繰入金
福祉事業会計への繰入金

３．負債の変動
責任準備金増加額 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

責任準備金増加額

４．基本金
繰越不足金処理金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

繰越不足金処理金
承継事業所償却積立金積増金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

承継事業所償却積立金積増金
別途積立金積増金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

別途積立金積増金
当年度剰余金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

当年度剰余金

総合計

損益計算書

費用勘定

小計

小計

小計

小計



当年度 前年度 増減
１．経常収支
掛金等収入 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

掛金等収入
受換金等 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

受換金等
脱退一時金相当額受入金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

脱退一時金相当額受入金
運用収益 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

信託資産に係る当期運用収益
保険資産に係る当期運用収益
共済資産に係る当期運用収益
投資資産に係る当期運用収益

２．特別収支
特別収入 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

特別収入
受入金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

業務経理からの受入金

３．負債の変動
責任準備金減少額 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

責任準備金減少額

４．基本金
承継事業所償却積立金取崩金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

承継事業所償却積立金取崩金
別途積立金取崩金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

別途積立金取崩金
当年度不足金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

当年度不足金

総合計

収益勘定

小計

小計

小計

小計



＜基金型企業年金＞

【金額単位：円】

（業務経理業務会計） （　　　年　　月　　日現在）

当年度 前年度 増減
流動資産 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

現金・預貯金
未収事務費掛金
未収金
有価証券

固定資産 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
土地
建物及び工作物
車両
器具及び備品
電話加入権
権利金敷金

繰延勘定 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
前払金

基本金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
繰越不足金
当年度不足金

総合計

当年度 前年度 増減
流動負債 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

預り金
引当金
未払金
未払業務委託費等

固定負債 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
長期借入金

基本金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
基本金
繰越剰余金
当年度剰余金

総合計

資産勘定

負債勘定

貸借対照表



【金額単位：円】

自　　　年　　月　　日

（業務経理業務会計） 至　　　年　　月　　日

当年度 前年度 増減
事務費 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

役職員給与
役職員諸手当
旅費
退職手当引当費
需用費
会議費

代議員会費 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
代議員報酬補償費
代議員旅費
代議員会需用費
代議員会会議費

業務委託費等 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
業務委託費等

機械処理経費 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
機械処理経費

繰入金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
年金経理への繰入金
福祉事業会計への繰入金
基本金への繰入金

雑支出 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
雑支出

不納欠損 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
不納欠損

剰余金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
当年度剰余金

総合計

当年度 前年度 増減

掛金収入 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
事務費掛金収入

受入金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
年金経理からの受入金
福祉事業会計からの受入金

寄付金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
寄付金

雑収入 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
受取利息及び配当収入
雑収入

不足金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
当年度不足金

総合計

費用勘定

収益勘定

損益計算書



＜基金型企業年金＞

【金額単位：円】

（業務経理福祉事業会計） （　　　年　　月　　日現在）

当年度 前年度 増減
流動資産 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

現金・預貯金
未収事務費掛金
未収金
有価証券
仮払金

固定資産 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
土地
建物及び工作物
車両
器具及び備品
電話加入権
権利金敷金

繰延勘定 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
前払金

基本金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
繰越不足金
当年度不足金

総合計

当年度 前年度 増減
流動負債 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

預り金
引当金
未払金

固定負債 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
長期借入金

基本金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
基本金
繰越剰余金
当年度剰余金

総合計

資産勘定

負債勘定

貸借対照表



【金額単位：円】

自　　　年　　月　　日

（業務経理福祉事業会計） 至　　　年　　月　　日

当年度 前年度 増減
事務費 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

役職員給与
役職員諸手当
旅費
退職手当引当費
需用費
会議費
材料費

繰入金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
業務会計への繰入金
基本金への繰入金

福祉事業費 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
福祉施設費
補助金
福祉給付金
諸謝金

雑支出 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
雑支出

不納欠損 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
不納欠損

剰余金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
当年度剰余金

総合計

当年度 前年度 増減
掛金収入 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

事務費掛金収入
施設収入 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

施設収入
受入金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）

年金経理からの受入金
業務会計からの受入金

寄付金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
寄付金

戻入金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
基本金戻入金

雑収入 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
受取利息及び配当収入
雑収入

不足金 （　　　　　　） （　　　　　　） （　　　　　　）
当年度不足金

総合計

費用勘定

収益勘定

損益計算書



様式E2

　　　年　　月　　日

規約番号

事業主名

１．給付状況

　　件数及び金額

２．積立状況 （単位：千円）

３．備考

　最低積立基準額　③

金　額（円）

老　齢　給　付

年　金

一時金

件　数

新規

遺　族　給　付

　純資産額　①

規約型企業年金事業及び決算に関する報告書

（決算日　　　　　年　　　月　　　日）

＜閉鎖型受託保証型確定給付企業年金＞

障　害　給　付

年　金

一時金

年　金

新規

一時金

新規

　①／②

　①／③

　責任準備金　②



記載上の注意（様式 E2） 

 
１．給付状況 

(1) 「年金」の「件数」欄には、今事業年度末における受給者（受給待期中の者は除

く。以下同じ。）の数を記入すること。なお、１人を１件とすること。 

(2) 「年金」の「金額（円）」欄には、(1)に該当する受給者の今事業年度末の年金額

の合計を記入すること。 

(3) 「新規」の「件数」の欄には、(1)に該当する受給者のうち、今事業年度中に裁定

された受給者の数を記入すること。なお、１人を１件とする。 

(4) 「新規」の「金額（円）」の欄には、(3)に該当する受給者の今事業年度末の年金

額の合計を記入すること。 

(5) 「一時金」の「件数」欄には、今事業年度中に裁定された件数の累計を記入する

こと。 なお、１人を１件とする。 

(6) 「一時金」の「金額（円）」欄には、(5)に該当する支給額の合計を記入すること。 

(7) 設けていない給付については、「件数」及び「金額（円）」の欄は空欄又は「－」

として差し支えない。 

 

２．積立状況 

(1) 「純資産額①」欄には、契約者価額を記載すること。 

(2) 「責任準備金②」欄には、契約者価額の計算に用いる予定利率及び予定死亡率に

より計算された責任準備金を記載すること。 

(3) 「最低積立基準額③」欄には、最低積立基準額（ただし数理債務と同額とする。）

を記載すること。 

(4) 「①／②」欄及び「①／③」欄には、小数点以下第２位まで記載（小数点以下第

３位未満は切り捨て。）すること。また、「責任準備金②」欄が０である場合には、

「①／②」欄は「－」とし、「最低積立基準額③」欄が０である場合には、「①／

③」欄は「－」とすること。 

 



様式E4

　　　年　　月　　日

規約番号

事業所名

１．適用状況

実施事業所数及び加入者数 （単位：人）

（ ）

※（　　）内は前年度末現在の加入者数

２．給付状況

　　件数及び金額

３．掛金拠出状況 （単位：円、％）

※　「②/①」は、小数点第３位を四捨五入すること。

　他制度掛金相当額

算定区分数　〔　　　　　　　　　〕

※　区分数が「１」のときは、区分名を省略して差し支えない。

②／①不納欠損額 未納額②

特　例　掛　金

特　別　掛　金

事 務 費 掛 金

納付決定額①

一時金

遺　族　給　付

年　金

標　準　掛　金

納付済額

区分名 金額（円）

新規

（決算日　　　　　年　　　月　　　日）

実施事業所数
加入者数

件　数

 脱 退 一 時 金

老　齢　給　付

年　金

一時金

金　額（円）

新規

＜受託保証型確定給付企業年金（閉鎖型受託保証型確定給付企業年金を除く。）＞

規約型企業年金事業及び決算に関する報告書



４．年金通算状況

５．積立状況

（単位：千円）

６．備考

件　数

脱退一時金相当額

 厚生年金基金

 個人型確定拠出年金

 企業型確定拠出年金

 確定給付企業年金

 企業年金連合会

移換元

権利義務移転
（老齢給付）

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

 企業型確定拠出年金
積立金

 中小企業退職金共済

 企業型確定拠出年金

解約手当金相当額  中小企業退職金共済

 個人型確定拠出年金
個人別管理資産

(1) 他制度からの資産の受換

 企業年金連合会

件　数

 確定給付企業年金

脱退一時金相当額

権利義務承継
（老齢給付）

年金給付等積立金・積立金

移換元

 厚生年金基金

 確定給付企業年金

 厚生年金基金

純資産額　①

最低積立基準額　③

責任準備金　②

①／②

残余財産  厚生年金基金

(2) 他制度への資産の移換

①／③



記載上の注意（様式 E4） 
 

１．適用状況 

 実施事業所数及び加入者数 

(1) 「実施事業所数」欄には、今事業年度末現在において当該規約型企業年金を実施

している実施事業所の数を記入すること。 

(2) 「加入者数」欄には、今事業年度末現在の加入者数を記入すること。なお、括弧

内には、前年度末の加入者数を記入すること。 

 

２．給付状況 

(1) 「年金」の「件数」欄には、今事業年度末における受給者（受給待期中の者は除

く。以下同じ。）の数を記入すること。なお、１人を１件とする。 

(2) 「年金」の「金額（円）」欄には、(1)に該当する受給者の今事業年度末の年金額

の合計を記入すること。 

(3) 「新規」の「件数」の欄には、(1)に該当する受給者のうち、今事業年度中に裁定

された受給者の数を記入すること。なお、１人を１件とする。 

(4) 「新規」の「金額（円）」の欄には、(3)に該当する受給者の今事業年度末の年金

額の合計を記入すること。 

(5) 「一時金」の「件数」欄には、今事業年度中に裁定された件数の累計を記入する

こと。なお、１人を 1 件とする。 

(6) 「一時金」の「金額（円）」欄には、(5)に該当する支給額の合計を記入すること。 

(7) 設けていない給付については、「件数」及び「金額（円）」の欄は空欄又は「－」

として差し支えない。 

 

３．掛金拠出状況 

(1) 「納付決定額」欄には、次のア、イのいずれかによる額を記入すること。 

ア 今事業年度中に債権が確定した掛金額の累計に、前事業年度までの未納額を合

算した額。なお、掛金の対象年度にかかわらず、当該事業年度中に債権が確定し

た額を対象とすること。また、債権は以下のときに確定したものと扱うこと。 

○ 資産管理運用機関等が事業主に拠出額を通知したとき 

○ その他事業主が拠出額を決定したとき 

イ 今事業年度の損益計算書における掛金収入の額に、前事業年度までの未納額を

合算した額。 

(2) 「納付済額」欄には、今事業年度中に納付された掛金額の累計を記入すること。 

(3) 「不納欠損額」欄には、今事業年度中に不納欠損処分にした掛金額の累計を記入

すること。 

(4) 「未納額」欄には、次により記入すること。 

  「未納額」＝「納付決定額」－「納付済額」－「不納欠損額」 

(5) 設けていない掛金については、当該掛金に係る各欄は空欄又は「－」として差し

支えない。また、「納付決定額①」欄が０の掛金に係る「②／①」欄は「－」とす

ること。 

 

４．年金通算状況 

「件数」欄には、今事業年度中に受け入れ又は移換した脱退一時金相当額等の件数

の累計を記入すること。なお、１人を１件とする。 

 

５．積立状況 



(1) 「純資産額①」欄には、契約者価額を記載すること。 

(2) 「責任準備金②」欄には、契約者価額の計算に用いる予定利率及び予定死亡率に

より計算された責任準備金を記載すること。 

(3) 「最低積立基準額③」欄には、最低積立基準額（数理債務の額に基づき合理的に

計算した額を用いる場合はその額）を記載すること。 

(4) 「①／②」欄及び「①／③」欄には、小数点以下第２位まで記載（小数点以下第

３位未満は切り捨て。）すること。また、「責任準備金②」欄が０である場合には、

「①／②」欄は「－」とし、「最低積立基準額③」欄が０である場合には、「①／

③」欄は「－」とすること。 

(5) 最低積立基準額として数理債務の額に掛金徴収又は給付支給の遅延により又は契

約者価額の計算と数理債務の計算における利息を付加する時期の差違により生じる

過不足（契約者価額の２％を下回るものに限る）を加減した額を用いている場合は

備考欄に加減した額の内訳を記載すること。 



事業及び決算に関する報告書に係るデータ作成要領 

 

【ファイル形式・名称】 

・ データフォーマットは可変長の CSV ファイルとする。 

・ ファイル名は、任意とする。 

ただし、半角英数字及び「_（半角アンダーバー）」のみ使用し、文字数は 30 字以内とすること。 

 

【データ形式】 

・ CSV ファイルについて、ひとつの企業年金、ひとつの様式につき１行のデータとする。 

ただし、リスク分担型企業年金とリスク分担型企業年金以外は行を分けること。 

・ １ファイルに複数の企業年金に係る報告をまとめてもよい（企業年金ごと様式ごとに１行とす

る。）。 

・ 項目名の行（ヘッダー行）等は設けず、１行目から企業年金・様式ごとのデータとすること。 

・ 文字コード（文字符号化方式）は「UTF-8」とする。 

・ 区切り文字は「,（半角カンマ）」とする。ただし、行の末尾に「,（半角カンマ）」はつけな

い。 

・ 各項目は「"（ダブルクォーテション）」で囲う（文字列、数値ともに半角のダブルクォーテショ

ンで囲う。）。 

・ 文字列の項目は、全角及び半角の両方を用いることは可能。ただし、数値の項目は半角のみ用い

ること。 

また、文字列内において、改行することは可能だが、改行コードは「LF」とすること。 

・ 空白を入力する場合は、「""」（ダブルクォーテションのみ）で入力すること。 

ただし、数値の項目において設けていない項目があれば「-（半角ハイフン）」を入力することは

可能。 

・ 入力制限について、数値の項目における最大桁数は一律半角 15 桁とする。 

文字列の項目については、最大文字数は一律 3,000 文字（データ容量ならば、最大 6,000byte）

とし、最大文字数を超える場合や文章のみで説明するには複雑な内容である場合は、「別添参照」

等と入力し、当該内容を記載した資料を PDF ファイルとして添付して提出すること。 

・ ファイルの改行コードは「CRLF」とする。 

・ 企業年金ごとに報告数が異なる項目については、下記の繰り返し項目についてのイメージ図の説

明に従い、「繰り返し回数」を指定した上で、報告数分のデータの後に「繰り返し終了」の符号と

して"LoopEnd"を入れること。 

（「繰り返し終了符号」以外の項目において"LoopEnd"という単語を用いないこと。） 

 

※ データレイアウト中「符号種別」の欄が「識別情報」となっている項目により各企業年金の情報

の紐づけを行うものとなる。 

  事業及び決算に関する報告書の提出にあたって、CSV ファイルのアップロードを行うには、「符

号種別」が「識別情報」、「繰り返し回数」又は「繰り返し終了符号」である項目に適正な値が入

力されている必要がある。 

 

 

 

（別添２） 



※ ここでいう「様式」は、下表の各欄のものをそれぞれひとつの様式とする。 

《事業報告書》 

様式 

様式 C6-ア① 

様式 C6-ア② 

様式 C6-ア②' 

様式 C6-ア③ 

様式 C6-ア③' 

様式 C6-ア④ 

様式 C6-イ① 

様式 C6-イ② 

様式 C6-イ②' 

様式 C6-イ③ 

様式 C6-イ③' 

様式 C6-イ④ 

様式 C6-ウ 

 

《決算に関する報告書》 

様式 

様式 C7-イ 

様式 C7-ウ 

様式 C7-ウ' 

様式 C7-エ 

様式 C7-オ 

様式 C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合） 

様式 C7-カ 

様式 C7-カ' 

様式 C7-キ 

様式 C7-ク（年金経理）賃借対照表（リスク分担型以外） 

様式 C7-ク（年金経理）賃借対照表（リスク分担型） 

様式 C7-ク（年金経理）損益計算書 

様式 C7-ク（業務経理事業会計）賃借対照表 

様式 C7-ク（業務経理事業会計）損益計算書 

様式 C7-ク（業務経理福祉事業会計）賃借対照表 

様式 C7-ク（業務経理福祉事業会計）損益計算書 

 

※ 様式 C7-アに係る事項は、他の各様式の基本情報等に包含されることとなるため、個別のデータ

としての報告を要しない。 

 

 

 



《事業及び決算に関する報告書（受託保証型）》 

様式 

様式 E2 

様式 E4 

 



【繰り返し項目について】

＜データレイアウトの表示＞

A

B（繰り返し回数）
C（繰り返し対象）
D（繰り返し終了符号）
E

＜イメージ図＞

＜データレイアウトの表示＞

A

B（繰り返し回数）
x
y
z

D（繰り返し終了符号）
E

＜イメージ図＞

＜データレイアウトの表示＞

A
B（繰り返し回数）

x
y（繰り返し回数）
z（繰り返し対象） α

β
γ

w（繰り返し終了符号）
D（繰り返し終了符号）
E

＜イメージ図＞

（注）繰り返し項目において、繰り返し回数が0の場合は繰り返し対象の欄を設けないこと。

＜データレイアウトの表示＞ ＜イメージ図＞

A

B（繰り返し回数）
x
y
z

D（繰り返し終了符号）
E

↓

A

D

C D

C（繰り返し対象）
繰り返し回数

０回

A B

項目名

B

C(N) D

C（繰り返し対象）

A B

C(2) …

C(1).x C(1).y C(1).z

C(1) C(2) …

繰り返し回数
N回

D

…

A B C(1) C(2) … C(N)

項目名

繰り返し回数
N回

繰り返し回数
ｎ回

C(1).z(n)

繰り返し回数
N回

B

項目名

C（繰り返し対象）

項目名

A

繰り返し
終了符号

C(1)

欄を設けない

E

繰り返し
終了符号

E

C(N).zC(N).x C(N).y

C(1).x C(1).y

C(1).z(1).α

C(1).z(1)

C(N)

E

E

繰り返し
終了符号

終了符号

C(1).z(1).β C(1).z(1).γ

C(1).z(2) …

E

C(1).w

D

繰り返し

繰り返し回数（N回）分繰り返す

繰り返し回数（ｎ回）分繰り返す

繰り返し回数（N回）分繰り返す

繰り返し回数（N回）分繰り返す

繰り返し



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別項目名

制度区分

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

様式 分類

様式
C6-ア①

基本情報 様式コード



符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別項目名様式 分類

文字列

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

1,2
1:総合型以外
2:総合型

1,2
1:リスク分担型企業年金以外
2:リスク分担型企業年金

事業所名

実施形態

区分

表紙

制度開始
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

様式
C6-ア②

基本情報 様式コード

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値
数値
数値
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）

金額
未納額② 金額
②/①

 （再掲）加入者負担分 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額

事務費掛金 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額

金額
未納額② 金額
②/①

特例掛金 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①

金額
未納額② 金額
②/①

リスク対応掛金 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①

金額
年金（新規） 件数

金額
一時金 件数

金額
3.
掛金拠出状
況

標準掛金 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①

特別掛金 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額

実施事業所数
加入者数
前年度加入者数

2.
給付状況

老齢給付 年金 件数
金額

脱退一時金 件数
金額

障害給付 年金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

一時金 件数
金額

遺族給付 年金 件数

年金（新規） 件数
金額

一時金 件数
金額

1.
適用状況



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 繰り返し回数

算定区分名称 文字列
数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値

確定給付企業年金

残余財産

繰り返し
金額

厚生年金基金
個人別管理資産 企業型確定拠出年金

個人型確定拠出年金

他制度掛金
相当額

繰り返し回数（算定区分数）

4.
年金通算状
況

(1)他制度か
らの資産の
受換

脱退一時金相当額 厚生年金基金
確定給付企業年金

権利義務承継（老齢給付） 厚生年金基金
確定給付企業年金

年金給付等積立金・積立金 企業年金連合会

積立金 企業型確定拠出年金
中小企業退職金共済

(2)他制度へ
の資産の移
換

脱退一時金相当額 厚生年金基金
確定給付企業年金
企業年金連合会

解約手当金相当額 中小企業退職金共済

企業型確定拠出年金
個人型確定拠出年金

権利義務移転（老齢給付） 厚生年金基金



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

様式
C6-ア②'

基本情報 様式コード

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値
数値
数値
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 繰り返し回数

算定区分名称 文字列
数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

 （再掲）加入者負担分 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①

他制度掛金
相当額

繰り返し回数（算定区分数）
繰り返し

金額

納付済額 金額
不納欠損額

金額
未納額② 金額
②/①

事務費掛金 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①

3.
掛金拠出状
況

一時金 件数
金額

遺族給付 年金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

金額
未納額② 金額
②/①

特例掛金 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額

リスク分担型企業年金掛金 納付決定額① 金額

実施事業所数
加入者数
前年度加入者数

2.
給付状況

老齢給付 年金 件数
金額

脱退一時金 件数
金額

障害給付 年金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

一時金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

一時金 件数
金額

1.
適用状況



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値

解約手当金相当額 中小企業退職金共済

4.
年金通算状
況

(1)他制度か
らの資産の
受換

脱退一時金相当額 厚生年金基金
確定給付企業年金

権利義務承継（老齢給付） 厚生年金基金
確定給付企業年金

年金給付等積立金・積立金 企業年金連合会

積立金 企業型確定拠出年金
中小企業退職金共済

(2)他制度へ
の資産の移
換

脱退一時金相当額 厚生年金基金
確定給付企業年金
企業年金連合会
企業型確定拠出年金
個人型確定拠出年金

権利義務移転（老齢給付） 厚生年金基金
確定給付企業年金

残余財産 厚生年金基金
個人別管理資産 企業型確定拠出年金

個人型確定拠出年金



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式コード様式
C6-ア③

基本情報

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

符号種別
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
様式 分類 項目名

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分



符号種別
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
様式 分類 項目名

数値 繰り返し回数

文字列
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
文字列

その他資産の内訳
（時価総額）

資産運用委員会の設置の有無

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

一般勘定

短期資産
構成割合

西暦/和暦（元号）

年月日

備考

策定日

(

1

)

政
策
的
資
産
構
成
割
合
等

 
 
 
等
の
状
況

(

2

)

運
用
担
当
者

専門資格の有無

政策的資産
構成割合

期待収益率
リスク
予定利率

具体的に受講した研修
実務経験３年以上の有無

繰り返し回数（運用区分数）
運用区分名称

国内債券
国内株式
外国債券
外国株式
一般勘定

繰り返し

合計

時価総額

備考

具体的な資格
研修受講の有無

構成割合
時価総額

時価総額
構成割合
時価総額
構成割合
時価総額
構成割合
時価総額
構成割合
時価総額
構成割合
時価総額

その他資産

資産合計
ヘッジファンド
不動産
プライベート・エクイティ
コモディティ（商品）
その他

5.
資産運用状
況

短期資産
その他資産

備考

(

3

)

資
産
別
残
高
及
び
資
産
構
成
割
合



符号種別
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
様式 分類 項目名

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 百万円単位
文字列
数値 繰り返し回数

繰り返し 文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

時価金額

時価金額

時価金額

合計 資産額

運用コン
サルタン
ト会社

運用コンサルタント会社名

資産額
繰り返し回数（内訳運用機関の数）

合計
構成割合

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

信託銀行名
資産額

繰り返し終了符号

信託銀行

生命保険 合計

繰り返し終了符号

時価金額

繰り返し
（内訳）

繰り返し終了符号

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し回数（内訳運用機関の数）

資産額
繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

生命保険名
資産額

繰り返し終了符号
金融商品取引業者 合計

繰り返し
（内訳）

投資顧問名
資産額

繰り返し終了符号

バランス型運用

国内債券パッシブ

国内債券その他

国内株式パッシブ

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

構成割合
合計

繰り返し終了符号

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

(

4

)

運
用
機
関
別
資
産
残
高

備考

(

5

)

運
用
方
法
・
運
用
機
関
別
資
産
残
高

合計
構成割合

合計
構成割合

農業協同組合連合会
共同運用事業
総幹事会社名

繰り返し回数（運用コンサルタント会社数）



符号種別
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
様式 分類 項目名

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了

時価金額

時価金額

時価金額

時価金額

構成割合

合計
構成割合

繰り返し終了符号

国内株式その他

外国債券パッシブ

外国債券その他

外国株式パッシブ

外国株式その他

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

繰り返し回数（内訳運用機関の数）

時価金額

時価金額

繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額

機関名
時価金額
構成割合

合計
構成割合

合計
構成割合

合計
構成割合

構成割合
繰り返し終了符号

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

繰り返し終了符号

時価金額

一般勘定

資産合計 時価金額

繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

繰り返し終了符号

繰り返し回数（内訳運用機関の数）

時価金額その他

繰り返し回数（内訳運用機関の数）

構成割合

合計
構成割合

備考

合計
構成割合

合計

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式
C6-ア③’

基本情報

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

様式コード



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 繰り返し回数

文字列
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 小数点以下第２位まで

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
文字列

国内株式 時価総額
構成割合

外国債券 時価総額

短期資産 時価総額
構成割合

構成割合
外国株式 時価総額

構成割合
一般勘定 時価総額

期待収益率
リスク
予定利率

政策的資産
構成割合

国内債券
国内株式
外国債券
外国株式
一般勘定
短期資産
その他資産

構成割合

国内債券 時価総額

策定日 西暦/和暦（元号）

年月日

調整率

備考

資産運用委員会の設置の有無

構成割合

備考

資産合計 時価総額
その他資産の内訳
（時価総額）

ヘッジファンド

その他資産 時価総額
構成割合

その他
合計

不動産
プライベート・エクイティ
コモディティ（商品）

備考

5.
資産運用状
況

繰り返し回数（運用区分数）
運用区分名称繰り返し

(

1

)

政
策
的
資
産
構
成
割
合
等

 
 
 
等
の
状
況

(

2

)

運
用
担
当
者

専門資格の有無

具体的な資格
研修受講の有無

具体的に受講した研修
実務経験３年以上の有無

(

3

)

資
産
別
残
高
及
び
資
産
構
成
割
合



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 百万円単位
文字列
数値 繰り返し回数

繰り返し 文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

信託銀行 合計 資産額
繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

信託銀行名
資産額

繰り返し終了符号

共同運用事業
総幹事会社名
運用コン
サルタン
ト会社

繰り返し回数（運用コンサルタント会社数）

繰り返し終了符号
運用コンサルタント会社名

繰り返し終了符号
金融商品取引業者 合計 資産額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

生命保険

投資顧問名
資産額

繰り返し終了符号

合計 資産額
繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

生命保険名
資産額

農業協同組合連合会

バランス型運用 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）

合計
構成割合

国内株式パッシブ 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号
国内債券パッシブ 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額

繰り返し終了符号

繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額

合計
構成割合

合計
構成割合

合計
構成割合

構成割合
繰り返し終了符号

繰り返し回数（内訳運用機関の数）

構成割合

(

5

)

運
用
方
法
・
運
用
機
関
別
資
産
残
高

(

4

)

運
用
機
関
別
資
産
残
高

備考

国内債券その他 時価金額



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了

繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

その他 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

一般勘定 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）

外国株式その他 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）

機関名

構成割合
繰り返し終了符号

合計
構成割合

外国債券その他 時価金額

繰り返し終了符号

時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

合計
構成割合

合計
構成割合

合計
構成割合

合計
構成割合

繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

合計
構成割合

資産合計 時価金額
備考

繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

繰り返し回数（内訳運用機関の数）

合計
構成割合

外国株式パッシブ 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額

繰り返し
（内訳）

外国債券パッシブ 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

国内株式その他 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式
C6-ア④

基本情報 様式コード

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

決算
年月日

符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

西暦/和暦（元号）

年月日



符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

数値 繰り返し回数

文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了繰り返し終了符号

別紙 実施事業所一覧 繰り返し回数（実施事業所数）
繰り返し 実施事業所名



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式
C6-イ①

基本情報

様式 分類 項目名

基金/
規約番号

符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別

西暦/和暦（元号）

年月日

様式コード

決算
年月日

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

文字列

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

1,2
1:総合型以外
2:総合型

1,2
1:リスク分担型企業年金以外
2:リスク分担型企業年金

表紙 基金名

制度開始
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

設立形態

区分



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式
C6-イ②

基本情報

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

様式コード



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値
数値
数値
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）

障害給付 年金 件数
金額

年金（新規） 件数

老齢給付 年金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

金額

1.
適用状況

実施事業所数
加入者数
前年度加入者数

金額
脱退一時金 件数

件数

金額
一時金 件数

金額
遺族給付 年金 件数

金額
年金（新規） 件数

金額
一時金 件数

金額

一時金

3.
掛金拠出状
況

標準掛金 納付決定額① 金額

特別掛金
納付済額

2.
給付状況

金額
不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①

リスク対応掛金

特例掛金

金額
未納額② 金額
②/①

事務費掛金 納付決定額① 金額
納付済額 金額

納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①
納付決定額① 金額

納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①
納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額

不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①

 （再掲）加入者負担分 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 繰り返し回数

算定区分名称 文字列
数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値

4.
年金通算状
況

(1)他制度か
らの資産の
受換

脱退一時金相当額

権利義務承継（老齢給付）

年金給付等積立金・積立金
残余財産
個人別管理資産

解約手当金相当額
(2)他制度へ
の資産の移
換

脱退一時金相当額

確定給付企業年金
企業年金連合会
厚生年金基金
企業型確定拠出年金
個人型確定拠出年金

他制度掛金
相当額

繰り返し回数（算定区分数）
繰り返し

金額

厚生年金基金
確定給付企業年金
厚生年金基金

中小企業退職金共済
厚生年金基金
確定給付企業年金
企業年金連合会
企業型確定拠出年金
個人型確定拠出年金

権利義務移転（老齢給付）

積立金

厚生年金基金
確定給付企業年金
企業型確定拠出年金
中小企業退職金共済



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

様式
C6-イ②'

基本情報 様式コード

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値
数値
数値
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 繰り返し回数

算定区分名称 文字列
数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

 （再掲）加入者負担分 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①

他制度掛金
相当額

繰り返し回数（算定区分数）
繰り返し

金額

納付済額 金額
不納欠損額

金額
未納額② 金額
②/①

事務費掛金 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額② 金額
②/①

3.
掛金拠出状
況

一時金 件数
金額

遺族給付 年金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

金額
未納額② 金額
②/①

特例掛金 納付決定額① 金額
納付済額 金額
不納欠損額

リスク分担型企業年金掛金 納付決定額① 金額

実施事業所数
加入者数
前年度加入者数

2.
給付状況

老齢給付 年金 件数
金額

脱退一時金 件数
金額

障害給付 年金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

一時金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

一時金 件数
金額

1.
適用状況



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値

解約手当金相当額 中小企業退職金共済

4.
年金通算状
況

(1)他制度か
らの資産の
受換

脱退一時金相当額 厚生年金基金
確定給付企業年金

権利義務承継（老齢給付） 厚生年金基金
確定給付企業年金

年金給付等積立金・積立金 企業年金連合会

積立金 企業型確定拠出年金
中小企業退職金共済

(2)他制度へ
の資産の移
換

脱退一時金相当額 厚生年金基金
確定給付企業年金
企業年金連合会
企業型確定拠出年金
個人型確定拠出年金

権利義務移転（老齢給付） 厚生年金基金
確定給付企業年金

残余財産 厚生年金基金
個人別管理資産 企業型確定拠出年金

個人型確定拠出年金



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

年月日

様式
C6-イ③

基本情報 様式コード

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 繰り返し回数

文字列
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
文字列備考

その他資産の内訳
（時価総額）

ヘッジファンド
不動産
プライベート・エクイティ
コモディティ（商品）
その他
合計

　
①
資
産
別
残
高
及
び
資
産
構
成
割
合

(

3

)

資
産
全
体
の
状
況

国内債券 時価総額
構成割合

国内株式 時価総額
構成割合

外国債券 時価総額
構成割合

短期資産 時価総額
構成割合

その他資産 時価総額
構成割合

外国株式 時価総額
構成割合

一般勘定 時価総額
構成割合

資産合計 時価総額

資産運用委員会の設置の有無

備考
 
 
 
等
の
状
況

(

2

)

運
用
担
当
者

専門資格の有無

具体的な資格
研修受講の有無

具体的に受講した研修
実務経験３年以上の有無

備考

期待収益率
リスク
予定利率
策定日 西暦/和暦（元号）

年月日

国内株式
外国債券
外国株式
一般勘定
短期資産
その他資産

5.
資産運用状
況

繰り返し回数（運用区分数）
繰り返し 運用区分名称

(

1

)

政
策
的
資
産
構
成
割
合
等

政策的資産
構成割合

国内債券



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
文字列
数値 繰り返し回数

繰り返し 文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

構成割合
繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号
国内株式パッシブ 合計 時価金額

構成割合
繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

③
運
用
方
法
・
運
用
機
関
別
資
産
残
高

バランス型運用 合計 時価金額
構成割合

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号
国内債券パッシブ 合計 時価金額

構成割合
繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号
国内債券その他 合計 時価金額

農業協同組合連合会
自家運用
共同運用事業
総幹事会社名
運用コン
サルタン
ト会社

繰り返し回数（運用コンサルタント会社数）
運用コンサルタント会社名

繰り返し終了符号

金融商品取引業者 合計 資産額
繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

投資顧問名
資産額

繰り返し終了符号

生命保険 合計 資産額
繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

生命保険名
資産額

繰り返し終了符号

信託銀行 合計 資産額
繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

信託銀行名
資産額

繰り返し終了符号

②
運
用
機
関
別
資
産
残
高

備考



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
文字列

繰り返し終了符号
資産合計 時価金額
備考

その他 合計 時価金額
構成割合

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

一般勘定 合計 時価金額
構成割合

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

外国株式その他 合計 時価金額
構成割合

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

外国株式パッシブ 合計 時価金額
構成割合

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

外国債券その他 合計 時価金額
構成割合

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

外国債券パッシブ 合計 時価金額
構成割合

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

国内株式その他 合計 時価金額
構成割合

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
具体的な指数 文字列

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

(

4

)

自
家
運
用
に
関
す
る
特
記
事
項

②株式指数の変化率

４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

12月

10月

11月

12月

１月

２月

３月

令第４４条第２号へ（３）

令第４４条第２号へ（４）

②
株
式
イ
ン
デ
ッ

ク
ス
運
用
の
状
況

①当該株式運用の収益率 ４月

５月

６月

７月

８月

９月

１月

２月

３月

令第４４条第２号イ（特定信託含む）

令第４４条第２号ロ（特定信託含む）

令第４４条第２号ハ（特定信託含む）

令第４４条第２号ニ（特定信託含む）

令第４４条第２号ホ（特定信託含む）

令第４４条第２号へ（２）

①
運
用
方
法
別
資
産
残
高

令第４４条第１号イ（特定信託含む）

令第４４条第１号ロ（特定信託含む）

令第４４条第１号ハ（特定信託含む）

令第４４条第１号ニ（上記除く）



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了繰り返し終了符号

10月

11月

12月

１月

２月

３月

８月

９月

差（①－②） ４月

５月

６月

７月

年間トラッキングエラー

備考



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式コード様式
C6-イ③’

基本情報

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 繰り返し回数

文字列
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 小数点以下第２位まで

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
文字列

リスク
予定利率

国内債券 時価総額

資産合計 時価総額
その他資産の内訳
（時価総額）

ヘッジファンド

構成割合
国内株式 時価総額

構成割合
外国債券

5.
資産運用状
況

繰り返し回数（運用区分数）
繰り返し 運用区分名称

策定日 西暦/和暦（元号）

年月日

調整率

政策的資産
構成割合

国内債券
国内株式
外国債券
外国株式
一般勘定
短期資産
その他資産

資産運用委員会の設置の有無

期待収益率

時価総額

短期資産 時価総額
構成割合

その他資産 時価総額
構成割合

構成割合
外国株式 時価総額

構成割合
一般勘定 時価総額

構成割合

不動産
プライベート・エクイティ
コモディティ（商品）
その他
合計

備考

(

1

)

政
策
的
資
産
構
成
割
合
等

 
 
 
等
の
状
況

(

2

)

運
用
担
当
者

専門資格の有無

具体的な資格
研修受講の有無

具体的に受講した研修
実務経験３年以上の有無

備考

備考

　
①
資
産
別
残
高
及
び
資
産
構
成
割
合

(

3

)

資
産
全
体
の
状
況



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
文字列
数値 繰り返し回数

繰り返し 文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

合計 資産額
繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

生命保険名
資産額

信託銀行 合計 資産額
繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

信託銀行名
資産額

繰り返し終了符号
生命保険

運用コンサルタント会社名
繰り返し終了符号

繰り返し終了符号
金融商品取引業者 合計 資産額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

投資顧問名
資産額

繰り返し終了符号
農業協同組合連合会
自家運用
共同運用事業
総幹事会社名
運用コン
サルタン
ト会社

繰り返し回数（運用コンサルタント会社数）

バランス型運用 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）

合計
構成割合

国内株式パッシブ 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号
国内債券パッシブ 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額

国内債券その他 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

合計
構成割合

構成割合

備考

②
運
用
機
関
別
資
産
残
高

合計
構成割合

構成割合
繰り返し終了符号

③
運
用
方
法
・
運
用
機
関
別
資
産
残
高

合計



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
数値 繰り返し回数

文字列
数値 百万円単位
数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 百万円単位
文字列

外国債券パッシブ 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

国内株式その他 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

外国債券その他 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

合計
構成割合

外国株式パッシブ 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

合計
構成割合

外国株式その他 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

合計
構成割合

繰り返し終了符号

合計
構成割合

一般勘定 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

繰り返し終了符号

合計
構成割合

資産合計 時価金額

その他 時価金額

繰り返し回数（内訳運用機関の数）
繰り返し
（内訳）

機関名
時価金額
構成割合

合計
構成割合

合計
構成割合

備考



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 百万円単位

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）
具体的な指数 文字列

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

②
株
式
イ
ン
デ
ッ

ク
ス
運
用
の
状
況

①当該株式運用の収益率 ４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

２月

３月

11月

12月

１月

２月

12月

１月

②株式指数の変化率

10月

①
運
用
方
法
別
資
産
残
高

令第４４条第１号イ（特定信託含む）

令第４４条第１号ロ（特定信託含む）

令第４４条第２号ハ（特定信託含む）

令第４４条第２号ニ（特定信託含む）

令第４４条第２号ホ（特定信託含む）

令第４４条第２号へ（２）

令第４４条第２号へ（３）

令第４４条第２号へ（４）

４月

５月

６月

７月

８月

３月

(

4

)

自
家
運
用
に
関
す
る
特
記
事
項

令第４４条第１号ハ（特定信託含む）

令第４４条第１号ニ（上記除く）

令第４４条第２号イ（特定信託含む）

令第４４条第２号ロ（特定信託含む）

９月



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 ％単位（小数点以下第１位まで）

文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了

年間トラッキングエラー

12月

１月

２月

３月

繰り返し終了符号

差（①－②） ４月

５月

６月

７月

８月

９月

10月

11月

備考



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報
年月日

様式
C6-イ④

基本情報 様式コード

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）



符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

数値 繰り返し回数

文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了繰り返し終了符号

別紙 実施事業所一覧 繰り返し回数（実施事業所数）
繰り返し 実施事業所名



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

様式コード様式
C6-ウ

基本情報



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 繰り返し回数

繰り返し 文字列

0,1
0:無
1:有

0,1
0:無
1:有

0,1
0:無
1:有

0,1
0:無
1:有

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

具体的な内容 文字列

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

加入者としない期間の内容 文字列

0,1
0:非該当
1:該当

算定対象としない期間の内容 文字列

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

年 数値
月 0～11

1,2
1:または
2:かつ

歳 数値
月 0～11

上記到達後最初に到来する特定月
0,1

0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

老齢給付金の有無

脱退一時金の有無

遺族給付金の有無

障害給付金の有無

職種を問わない

一定の職種

繰り返し回数（給付区分数）
1.給付の区分の名称

１月

２月

３月

４月

５月

休職等（全部又は一部）の期間中の給付額を
算定対象期間としない

入社時（年齢・勤続期間による要件を設けて
いない）

年齢・勤続期間による要件がある

希望する者のみ加入者とする

休職等（全部又は一部）の期間中の者を加入
者としない

７月

８月

９月

６月

(1)加入対象となる職
種

2.給付の種類

年齢・勤
続期間
による要
件

(4)加入者資格を取得
する年齢・勤続期間
（希望する者のみ加入
者とする場合には、加
入者選択時期）

(3)休職等の期間中の
取扱い

入社後経過年月

または・かつ

特定月

年齢到達

(2)希望する者

給付設計

3.加入者
の範囲
及び加入
者期間



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

その他の要件の内容 文字列
退職時（年齢による要件を設けていない）

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

歳 数値
月 0～11

一定の年齢の誕生日
0,1

0:非該当
1:該当

歳 数値
一定の年齢の誕生日の属する月の末日

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

文字列
(6)その他加入者とする要件又は加入者としない要件の内容 文字列

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

文字列

月単位 0,1
0:非該当
1:該当

年単位 0,1
0:非該当
1:該当

その他 0,1
0:非該当
1:該当

文字列

加入者資格の取得前に使用されていた期間
（令第22条第１項第２号）

その他

確定給付企業年金の実施前の期間（令第22条
第１項第１号）

他の厚生年金適用事業所に使用されていた期
間（令第22条第１項第３号）

(9)給付額算定期間の計算方法
その他の内容

その他

一定の年齢に到達

その他の内容

その他

12月

(8)加入者期間の
計算方法

月単位

(7)過去期
間通算

過去期間通算あり

10月

その他の要件の内容

(5)加入者資格を喪失
する年齢

11月

年単位



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

令第24条
第１項第
１号の方
法

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

償還年限 数値 年単位
平均期間 数値 年単位

0,1
0:非該当
1:該当

内容 文字列

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

文字列

0,1
0:非該当
1:該当

規則第29条第１号

規則第29条第３号

その他

平均給与等比例（累計給与等比例）（加入者期間全期間
の平均・累計）

定額又は加入者期間に応じた額とする方法

Russell/Nomura Prime インデッ
クス

その他の指標

再評価の
指標

令第24条
第１項第
２号の方
法

最終給与等比例

厚生年金保険の標準報酬ほか実際に支給され
る給与

定額

賃金指数

規則第29
条第２号

国債利回り

内容
積立金の運用利回りの
実績

物価指数

ポイント

定率

特定の償還年限の国債
利回りの平均

退職金規程等に規定される給付額算定の
基準とする便宜上の給与

ポイント

その他加入者期間のうち一部の期間に係る給与等に比例
する額とする方法

令第24条第１項第３号の方法（キャッシュバランスプラン）

付与額の
種類

厚生年金保険の標準報酬ほか実際に支給され
る給与

退職金規程等に規定される給付額算定の基準
とする便宜上の給与

4.給付の
額の算定
方法

東証株価指数

給与等の
種類



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

0,1
0:非該当
1:該当

文字列

0,1
0:非該当
1:該当

内容 数値 ％単位

0,1
0:非該当
1:該当

内容 文字列

0,1
0:非該当
1:該当

内容 数値 ％単位
下限予定利率

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

内容 文字列

0,1
0:非該当
1:該当

文字列

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

償還年限 数値 年単位
平均期間 数値 年単位

0,1
0:非該当
1:該当

内容 文字列

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

文字列

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

文字列

規則第29条第３号

規則第29条第４号

組み合わせ内容

賃金指数

東証株価指数

Russell/Nomura Prime インデッ
クス

積立金の運用利回りの
実績

その他の指標

定率

特定の償還年限の国債
利回りの平均

物価指数

給付の額の改定の有無

令第24条
第１項第
４号の方
法

規則第25条第１号から第３号の方法

額の改定の指標

下限

その他

規則第29条第４号

組み合わせ内容
定率

その他

定率

内容

内容（組み合わせ方、丈比べの仕方）
規則第25条第４号の方法（リスク分担型制度として上記
までの内容に調整率を乗じる方法）

上限規則第29
条第５号
(上限・下
限）

5.給付の
額の改定
(令第24条
第３項)

額の改定の方法（規則第28条第2項）
規則第29条第１号

規則第29
条第２号

国債利回り

その他



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

0,1
0:非該当
1:該当

内容 数値 ％単位

0,1
0:非該当
1:該当

内容 文字列

0,1
0:非該当
1:該当

内容 数値 ％単位
下限予定利率

0,1
0:非該当
1:該当

0,1
0:非該当
1:該当

内容 文字列
数値
0～11
数値

0,1
0:非該当
1:該当

一定年齢の内容 歳 50～69

0,1
0:無
1:有

年 数値
月 0～11

0,1
0:無
1:有

年 数値
月 0～11
年 数値
月 0～11

0,1
0:無
1:有

年 数値
月 0～11
年 数値
月 0～11

0,1
0:無
1:有

年 数値
月 0～11
年 数値
月 0～11

0,1
0:無
1:有

年 数値
月 0～11
年 数値
月 0～11

0,1
0:無
1:有

支給期間の内容 文字列

規則第29
条第５号
(上限・下
限）

上限

下限

その他

定率

一定年齢以上での資格喪失

年
月

支給期間

有期３

内保証期
間

内保証期
間

内保証期
間

有期２

内保証期
間

その他

定率

有期４

支給期間

歳

加入者期間

年齢到達

支給期間 終身

支給期間

有期１

内保証期
間

支給期間

受給資格
要件
支給開始
要件

6.給付の
支給要
件・支給
内容

老齢給付
金

その他（上記以外にも選択肢あ
り）

支給内容



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

0,1
0:無
1:有

文字列

文字列

0,1
0:不可
1:可

文字列

文字列
年 数値
月 0～11

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

0,1
0:無
1:有

文字列

文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了

選択割合

繰下げ可否

内容

有無

選択時期

一時金支給の有無

備考

受給資格要件 加入者期間

備考

脱退一時金（２号）有無

一時金選択

一時金支給の有無

備考

障害年金の内容

障害一時金の内容

遺族年金の内容

遺族一時金の内容

年金支給の有無

繰り返し終了符号

脱退一時
金
（１号）

脱退一時
金
（２号）

障害給付
金

遺族給付
金

繰下げ

備考

備考

年金支給の有無



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式
C7-イ

基本情報

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

様式コード

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

0,1
0:非該当
1:該当

文字列
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
文字列
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

前年度

 純資産額①

 数理上資産額②

 時価ベース利回り③

 継続基準（①/④）

 責任準備金④

 非継続基準（①/⑤）

 最低積立基準額⑤

 積立超過（②/⑥）

 積立上限額⑥

２年前
３年前

当年度
前年度
２年前
３年前
当年度

当年度
前年度
２年前

前年度
２年前
３年前
当年度
前年度
２年前

３年前
当年度

２年前
３年前
当年度

前年度

前年度
２年前
３年前
当年度

前年度
２年前
３年前
当年度

３年前

前年度
２年前

３年前
当年度

当年度

非継続基準が1.00以上又は非継続基準が0.90以上であり、過去３事業年度の財政検証のう
ち、２事業年度以上が1.00以上であることの該当

(数理上資産額+許容繰越不足金)
/ 責任準備金

当年度
前年度
２年前
３年前

 固定資産②

 流動負債③

 支払備金④

 純資産額⑤（①+②-③-④）
前年度
当年度
前年度

 流動資産①
前年度
当年度
前年度
当年度
前年度
当年度

1.積立金の
額と責任準
備金の額及
び最低積立
基準額並び
に積立上限
額との比較

備考

備考

2.財政再計
算の要否

3.純資産額
及び数理上
資産額



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
文字列

0,1
0:時価方式ではない
1:時価方式

文字列

0,1
0:時価方式
1:時価方式ではない

繰り返し回数

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

３年前

３年前

前年度

前年度

 資産評価調整控除額⑥

 資産評価調整加算額⑦

 数理上資産額⑧（⑤-⑥+⑦）

当年度
前年度
当年度

当年度

期中簿価ベース収益
④

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

繰り返し回数（評価方法が時価方式以外のとき「１」）

期中収支差
①

３年前

期中収支元本平残
②

３年前
４年前

期中簿価資産額
③

当年度
前年度

４年前

４年前
当年度
前年度
２年前

当年度
前年度
２年前

２年前

キャピタルゲイン以外
⑤

当年度
前年度

３年前
４年前

３年前

期中予定収益
⑥

平滑化期間中の時価ベース利回り
当年度
前年度
２年前

４年前

２年前

基準収益
⑦

当年度
前年度
２年前

４年前
期中時価ベース収益
⑧

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

積立金の時価の評価方法が時価方式か
備考

備考

繰り返し
（評価方
法が時価
方式以外
のとき）

4.資産評価
調整額



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

1～6

1:時価移動平均方式
2:収益差平滑化方式
3:評価損益平滑化方式
4:時価移動平均方式と時価方式のいずれか低い額
5:収益差平滑化方式と時価方式のいずれか低い額
6:評価損益平滑化方式と時価方式のいずれか低い額

0～15 ％単位（整数）

0～5

数理的評価方式

前年度

前年度

収益差⑨
(⑧-⑦）

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

時価ベース利回り 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

４年前
期末時価資産額
⑫

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

⑨の平滑期間中の平均
⑩

当年度

２年前
３年前
４年前

期末数理的評価資産額
⑪

当年度
前年度
２年前
３年前

時価との許容乖離幅
⑬

当年度

２年前
３年前
４年前

資産評価調整額
⑭

当年度
前年度
２年前
３年前

固定資産の財政運営上の評価額
⑯

当年度

前年度

２年前

３年前

４年前

４年前

運用コストの未払分
⑮

当年度

前年度

２年前

３年前

４年前

数理的評価の方法

時価との許容乖離率

数理的評価に使用する平滑化の期間



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

1,2
1：給与現価（千円単位）
2：人数現価（人単位）

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 繰り返し回数

文字列

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

5.数理債務
及び責任準
備金

繰り返し終了符号
合計①（②+⑨+⑩）

通常予測給付現価 通常予測給付現価②（③～⑧）

将来加入者③

現在加入者（将来分）④

現在加入者（過去分）⑤

その他の受給者⑧

財政悪化リスク相当額⑨

特例掛金収入現価⑩

給付現価合計

給与現価（人数現価）

標準掛金率（標準掛金額）

単位

計⑪（⑫、⑬）

年金受給者⑥

待期者⑦

数理債務⑰（②+⑩-⑯）

特別掛金収入現価⑱

リスク対応掛金収入現価⑲

数理上資産額⑳

別途積立金額㉑

承継事業所償却積立金額㉒

現在加入者⑫

将来加入者⑬

単位

数理上⑭

規約上⑮

標準掛金収入現価⑯（⑪×⑮）

追加拠出可能額現価㉓（①-⑩-⑯-⑱-⑲-⑳+㉑+㉒）

責任準備金㉔（①-⑩-⑯-⑱-⑲-㉓）

繰り返し回数（給付区分数）
（給付区分数が1、かつ、合計欄と同じ内容となる場合は0とすることも可）

合計①（②+⑨+⑩）

通常予測給付現価 通常予測給付現価②（③～⑧）

将来加入者③

現在加入者（将来分）④

現在加入者（過去分）⑤

年金受給者⑥

待期者⑦

その他の受給者⑧

繰り返し
（給付区
分ごと）

給付区分の名称

給付現価

備考



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 千円単位

数値 千円単位

1,2
1：給与現価（千円単位）
2：人数現価（人単位）

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列

数値 千円単位

数値 千円単位

0～15 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 千円単位

数値 千円単位

0～15 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 千円単位

文字列

数値 ％単位（小数点以下第２位まで）

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 繰り返し回数

文字列

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

給付区分の名称

6.許容繰越
不足金

責任準備金㉔（①-⑩-⑯-⑱-⑲-㉓）

単位

計⑪（⑫、⑬）

現在加入者⑫

将来加入者⑬

加入者④

繰り返し
（給付区
分ごと）

備考

繰り返し終了符号

許容繰越不足金

標準掛金収入現価（20年分）①

特別掛金収入現価⑱

リスク対応掛金収入現価⑲

数理上資産額⑳

別途積立金額㉑

承継事業所償却積立金額㉒

追加拠出可能額現価㉓（①-⑩-⑯-⑱-⑲-⑳+㉑+㉒）

標準掛金率（標準掛金額） 単位

数理上⑭

規約上⑮

標準掛金収入現価⑯（⑪×⑮）

数理債務⑰（②+⑩-⑯）

財政悪化リスク相当額⑨

特例掛金収入現価⑩

給与現価（人数現価）

内訳

許容繰越不足金を算出するための率②

（①×②）③

責任準備金④

許容繰越不足金を算出するための率⑤

備考

最低積立基準額の算定に用いた予定利率

最低積立基準額（②～④）①

内訳 年金受給者②

待期者その他加入者であった者③

加入者④

計

繰り返し回数（給付区分数）
（給付区分数が1、かつ、合計欄と同じ内容となる場合は0とすることも可）

最低積立基準額（②～④）①

年金受給者②

待期者その他加入者であった者③

7.最低積立
基準額

（④×⑤）⑥



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列

0,1
0:積立上限額の計算を行わない
1:積立上限額の計算を行う

繰り返し回数

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

1,2
1：給与現価（千円単位）
2：人数現価（人単位）

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 繰り返し回数

文字列

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

1,2
1：給与現価（千円単位）
2：人数現価（人単位）

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

給与現価（人数現価）

内訳

給付現価

内訳

給与現価（人数現価）

繰り返し
（給付区
分ごと）

8.積立上限
額

合計①（②～⑦）

将来加入者②

計

標準掛金率（標準掛金額）
（規約上）⑪

単位

計⑧（⑨、⑩）

現在加入者⑨

将来加入者⑩

繰り返し終了符号

給付現価

内訳

備考

現在加入者⑨

将来加入者⑩

単位

規約上

標準掛金収入現価⑫（⑧×⑪）

数理債務⑬（①-⑫）

最低積立基準額⑭

積立上限額⑮（Max(⑬,⑭)×1.5）

給付区分の名称

内訳

繰り返し回数（給付区分数）
（給付区分数が1、かつ、合計欄と同じ内容となる場合は0とすることも可）

繰り返し回数（積立上限額の計算を行うとき「１」）

繰り返し
（積立上
限額の計
算を行う
とき）

合計①（②～⑦）

将来加入者②

現在加入者（将来分）③

現在加入者（過去分）④

年金受給者⑤

待期者⑥

その他の受給者⑦

単位

計⑧（⑨、⑩）

現在加入者（将来分）③

現在加入者（過去分）④

年金受給者⑤

待期者⑥

その他の受給者⑦



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位
繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

"LoopEnd" 繰り返し終了

0,1
0:下回っていない
1:下回っている（積立上限額の計算を行わない）

0,1
0:零ではない
1:零（積立上限額の計算を行わない）

文字列

標準掛金率（標準掛金額）
（規約上）⑪

数理上資産額が数理債務の額又は最低積立基準額のいずれか大きい額に1.5を乗じて得た額
を下回っているか

備考

繰り返し終了符号

単位

規約上

標準掛金収入現価⑫（⑧×⑪）

数理債務⑬（①-⑫）

最低積立基準額⑭

積立上限額⑮（Max(⑬,⑭)×1.5）

確定給付企業年金法第５５条第３項に定めるところにより算定した掛金の額が零か



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式
C7-ウ

様式コード基本情報

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

1～4

1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（加入者１人あたり）（円単位）
4：掛金額（年間総額）（千円単位）

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

文字列

非継続基準

備考

単位

掛金率又は掛金額

純資産額①
財政検証の基準日における最低積立基準額②
翌事業年度における最低積立基準額の見込額③
翌事業年度における積立金の増加見込額④
積立水準の回復に必要な掛金の額⑤
積立不足額⑥
翌事業年度に追加する特例掛金の額⑦
翌々事業年度に追加する特例掛金の額⑧
⑦又は⑧に係る特例掛金(掛金率
又は掛金額）⑨

うち加入者負担分⑩



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式 分類 項目名

様式コード様式
C7-ウ’

基本情報

制度区分

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

符号種別

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

符号
（形式）

符号内容
（入力規則）



様式 分類 項目名 符号種別
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

2.計画変更
の必要性 1～3

1:積立比率が回復し、計画を実施する必要なし
2:修正が必要
3:修正は必要なく、継続実施

0～7 繰り返し回数

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

数値
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 小数点以下第２位まで
"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列
文字列運用利回りの前提

回復計画の
内容

1.財政検証
の基準日

繰り返し終了符号
備考

年度 西暦/和暦（元号）

年度

繰り返し回数（回復計画の期間（年度数））

積立比率①/②

年月日

西暦/和暦（元号）

計画変更の必要性

繰り返し
（回復計画の年度数分）

掛金等収入
運用収益
給付費等支出
年度末純資産額①
年度末最低積立基準額②



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

符号内容
（入力規則）

符号種別

西暦/和暦（元号）

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

年月日

様式コード

様式 分類 項目名
符号

（形式）

決算
年月日

基金/
規約番号

基本情報様式
C7-エ



符号内容
（入力規則）

符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

0～2
0:設けていない
1:前詰め控除方式
2:均等控除方式

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymm
/yymm

西暦:6桁数字（0埋め）
和暦:4桁数字（0埋め）

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymm
/yymm

西暦:6桁数字（0埋め）
和暦:4桁数字（0埋め）

数値 繰り返し回数

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

1～4

1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（加入者１人あたり）（円単位）
4：掛金額（年間総額）（千円単位）

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

1～4

1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（加入者１人あたり）（円単位）
4：掛金額（年間総額）（千円単位）

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

 掛金の控除の終了見込み時期

西暦/和暦（元号）

リスク対応掛金

単位

掛金率又は掛金額

加入者負担分

掛金率又は掛金額

加入者負担分

単位

掛金率又は掛金額

積立金の積
立てに必要
となる掛金
の額（積立
超過）

数理上資産額①

合計額⑤（③+④）
掛金の控除の方法

 掛金の控除の開始時期

積立上限額②

控除後の掛金
（掛金率又は掛金額） 標準掛金

特別掛金

積立上限超過額③（①-②）
利子相当額④

繰り返し回数（期間の区分数）

加入者負担分

単位

年月

西暦/和暦（元号）

年月

繰り返し
（期間の区分数分）



符号内容
（入力規則）

符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）

1～4

1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（加入者１人あたり）（円単位）
4：掛金額（年間総額）（千円単位）

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymm
/yymm

西暦:6桁数字（0埋め）
和暦:4桁数字（0埋め）

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymm
/yymm

西暦:6桁数字（0埋め）
和暦:4桁数字（0埋め）

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

文字列

西暦/和暦（元号）

特例掛金

期間（終了時期）

単位

掛金率又は掛金額

備考

期間（開始時期）

年月

西暦/和暦（元号）

年月

加入者負担分



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式
C7-オ

基本情報

様式 分類 項目名
符号内容

（入力規則）
符号種別

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

様式コード

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

符号
（形式）

番号6桁

制度区分



様式 分類 項目名
符号内容

（入力規則）
符号種別

符号
（形式）

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

0,1
0:非該当
1:該当

文字列
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
文字列
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

 純資産額⑤（①+②-③-④） 当年度
前年度

 流動資産① 当年度
前年度

 固定資産② 当年度
前年度

 流動負債③ 当年度
前年度

３年前
 数理上資産額② 当年度

前年度

 最低積立基準額⑤ 当年度
前年度

２年前

前年度
２年前
３年前

当年度
前年度
２年前
３年前

 積立上限額⑥ 当年度

３年前
 非継続基準（①/⑤） 当年度

前年度
２年前
３年前

 継続基準（①/④） 当年度
前年度
２年前
３年前

 責任準備金④ 当年度
前年度

２年前
３年前

 時価ベース利回り③

２年前
３年前

備考

当年度
前年度
２年前
３年前

 支払備金④

非継続基準が1.00以上又は非継続基準が0.90以上であり、過去３事業年度の財政検証のう
ち、２事業年度以上が1.00以上であることの該当

2.財政再計
算の要否

備考
3.純資産額
及び数理上
資産額

当年度
前年度
２年前
３年前

1.積立金の
額と責任準
備金の額及
び最低積立
基準額並び
に積立上限
額との比較

 純資産額① 当年度
前年度
２年前

当年度
前年度

(数理上資産額+許容繰越不足金)
/ 責任準備金

 積立超過（②/⑥）



様式 分類 項目名
符号内容

（入力規則）
符号種別

符号
（形式）

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
文字列

0,1
0:時価方式ではない
1:時価方式

文字列

0,1
0:時価方式
1:時価方式ではない

繰り返し回数

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

期中時価ベース収益
⑧

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

基準収益
⑦

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

期中予定収益
⑥

平滑化期間中の時価ベース利回り
当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

キャピタルゲイン以外
⑤

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

期中簿価ベース収益
④

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

積立金の時価の評価方法が時価方式か

繰り返し回数（評価方法が時価方式以外のとき「１」）

期中収支差
①

当年度
前年度

期中簿価資産額
③

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

２年前
３年前
４年前

期中収支元本平残
②

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

 数理上資産額⑧（⑤-⑥+⑦） 当年度
前年度

 資産評価調整控除額⑥ 当年度
前年度

 資産評価調整加算額⑦ 当年度
前年度

備考

繰り返し
（評価方
法が時価
方式以外
のとき）

備考
4.資産評価
調整額



様式 分類 項目名
符号内容

（入力規則）
符号種別

符号
（形式）

数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

1～6

1:時価移動平均方式
2:収益差平滑化方式
3:評価損益平滑化方式
4:時価移動平均方式と時価方式のいずれか低い額
5:収益差平滑化方式と時価方式のいずれか低い額
6:評価損益平滑化方式と時価方式のいずれか低い額

0～15 ％単位（整数）

0～5

数理的評価の方法 数理的評価方式

時価との許容乖離率

数理的評価に使用する平滑化の期間

固定資産の財政運営上の評価額
⑯

当年度

前年度

２年前

３年前

４年前

運用コストの未払分
⑮

当年度

前年度

２年前

３年前

４年前

資産評価調整額
⑭

当年度
前年度
２年前
３年前

４年前

時価との許容乖離幅
⑬

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

期末時価資産額
⑫

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

期末数理的評価資産額
⑪

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

⑨の平滑期間中の平均
⑩

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

収益差⑨
(⑧-⑦）

当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

時価ベース利回り 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前



様式 分類 項目名
符号内容

（入力規則）
符号種別

符号
（形式）

文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 千円単位

1,2
1：給与現価（千円単位）
2：人数現価（人単位）

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 繰り返し回数

文字列

数値 千円単位

1,2
1：給与現価（千円単位）
2：人数現価（人単位）

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列

数値 千円単位

数値 千円単位

0～15 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 千円単位

数値 千円単位

0～15 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 千円単位

文字列

6.許容繰越
不足金

許容繰越不足金

標準掛金収入現価（20年分）①

許容繰越不足金を算出するための率②

（①×②）③

責任準備金④

許容繰越不足金を算出するための率⑤

5.数理債務
及び責任準
備金

単位

掛金率又は掛金額（規約上）③

繰り返し回数（給付区分数）
（給付区分数が1、かつ、合計欄と同じ内容となる場合は0とすることも可）

給付現価①

給与現価（人数現価） 単位

現価②

標準掛金率（標準掛金額）

繰り返し終了符号

備考

標準掛金収入現価④（②×③）

数理債務⑤（①－④）

特別掛金収入現価⑥

責任準備金⑦（⑤－⑥）

備考

繰り返し
（給付区
分ごと）

給付区分の名称

繰り返し終了符号
合計 給付現価①

給与現価（人数現価） 単位

特別掛金収入現価⑥

責任準備金⑦（⑤－⑥）

現価②

標準掛金率（標準掛金額） 単位

掛金率又は掛金額（規約上）③

標準掛金収入現価④（②×③）

数理債務⑤（①－④）

備考

（④×⑤）⑥



様式 分類 項目名
符号内容

（入力規則）
符号種別

符号
（形式）

数値 ％単位（小数点以下第２位まで）

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 繰り返し回数

文字列

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列

0,1
0:積立上限額の計算を行わない
1:積立上限額の計算を行う

繰り返し回数

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 繰り返し回数

文字列

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

"LoopEnd" 繰り返し終了

"LoopEnd" 繰り返し終了

0,1
0:下回っていない
1:下回っている（積立上限額の計算を行わない）

0,1
0:零ではない
1:零（積立上限額の計算を行わない）

文字列

最低積立基準額の算定に用いた予定利率

計 最低積立基準額（=②×③/④）①

繰り返し回数（給付区分数）
（給付区分数が1、かつ、合計欄と同じ内容となる場合は0とすることも可）

数理債務②

最低積立基準額（前回財政計算時）③

数理債務（前回財政計算時）④

数理債務②

最低積立基準額（前回財政計算時）③

数理債務（前回財政計算時）④

繰り返し終了符号

繰り返し
（給付区
分ごと）

給付区分の名称

最低積立基準額（②×③/④）①

8.積立上限
額

積立上限額（②×③/④）①

数理債務②

積立上限額（前回財政計算時）③

数理債務（前回財政計算時）④

給付区分の名称

積立上限額（②×③/④）①

数理債務②

積立上限額（前回財政計算時）③

数理債務（前回財政計算時）④

繰り返し回数（積立上限額の計算を行うとき「１」）

繰り返し
（積立上
限額の計
算を行う
とき）

繰り返し終了符号

繰り返し回数（給付区分数）
（給付区分数が1、かつ、合計欄と同じ内容となる場合は0とすることも可）

備考

計

繰り返し終了符号

繰り返し
（給付区
分ごと）

備考

7.最低積立
基準額

確定給付企業年金法第５５条第３項に定めるところにより算定した掛金の額が零か

数理上資産額が数理債務の額又は最低積立基準額のいずれか大きい額に1.5を乗じて得た額
を下回っているか



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式
C7-オ
（簡易な計
算方法を用
いない場
合）

基本情報

様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

様式コード



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

0,1
0:非該当
1:該当

文字列
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで
文字列
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

 流動資産① 当年度
前年度

 固定資産② 当年度
前年度

 流動負債③ 当年度
前年度

 支払備金④ 当年度
前年度

 純資産額⑤（①+②-③-④） 当年度
前年度

非継続基準が1.00以上又は非継続基準が0.90以上であり、過去３事業年度の財政検証のう
ち、２事業年度以上が1.00以上であることの該当

(数理上資産額+許容繰越不足金)
/ 責任準備金

当年度
前年度
２年前
３年前

 積立超過（②/⑥） 当年度
前年度
２年前
３年前

 積立上限額⑥ 当年度
前年度
２年前
３年前

前年度
２年前
３年前

 非継続基準（①/⑤） 当年度
前年度
２年前
３年前

 最低積立基準額⑤ 当年度
前年度
２年前
３年前

 数理上資産額② 当年度

前年度
２年前
３年前

 責任準備金④ 当年度

当年度
前年度
２年前
３年前

 継続基準（①/④） 当年度

 純資産額① 当年度
前年度
２年前
３年前

1.積立金の
額と責任準
備金の額及
び最低積立
基準額並び
に積立上限
額との比較

備考
2.財政再計
算の要否

備考
3.純資産額
及び数理上
資産額

前年度
２年前
３年前

 時価ベース利回り③



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
文字列

0,1
0:時価方式ではない
1:時価方式

文字列

0,1
0:時価方式
1:時価方式ではない

繰り返し回数

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

繰り返し
（評価方
法が時価
方式以外
のとき）

  期中時価ベース収益⑧ 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

 基準収益⑦ 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

 期中予定収益⑥ 平滑化期間中の時価ベース利回り
当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

 キャピタルゲイン以外⑤ 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

  期中簿価ベース収益④ 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

 数理上資産額⑧（⑤-⑥+⑦） 当年度
前年度

積立金の時価の評価方法が時価方式か

繰り返し回数（評価方法が時価方式以外のとき「１」）

 期中収支差① 当年度
前年度

 期中簿価資産額③ 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

２年前
３年前
４年前

 期中収支元本平残② 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

備考

 資産評価調整控除額⑥ 当年度
前年度

 資産評価調整加算額⑦ 当年度
前年度

備考
4.資産評価
調整額



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

1～6

1:時価移動平均方式
2:収益差平滑化方式
3:評価損益平滑化方式
4:時価移動平均方式と時価方式のいずれか低い額
5:収益差平滑化方式と時価方式のいずれか低い額
6:評価損益平滑化方式と時価方式のいずれか低い額

0～15 ％単位（整数）

0～5

 固定資産の財政運営上の評価額⑯ 当年度

前年度

２年前

３年前

４年前

  運用コストの未払分⑮ 当年度

前年度

２年前

３年前

４年前

 数理的評価の方法 数理的評価方式

時価との許容乖離率

数理的評価に使用する平滑化の期間

 資産評価調整額⑭ 当年度
前年度
２年前
３年前

４年前

  時価との許容乖離幅⑬ 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

 期末時価資産額⑫ 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

  期末数理的評価資産額⑪ 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

 ⑨の平滑期間中の平均⑩ 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

 収益差⑨(⑧-⑦） 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前

時価ベース利回り 当年度
前年度
２年前
３年前
４年前



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

文字列
"LoopEnd" 繰り返し終了

数値 千円単位

1,2
1：給与現価（千円単位）
2：人数現価（人単位）

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 繰り返し回数

文字列

数値 千円単位

1,2
1：給与現価（千円単位）
2：人数現価（人単位）

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列

数値 千円単位

数値 千円単位

0～15 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 千円単位

数値 千円単位

0～15 ％単位（小数点以下第１位まで）

数値 千円単位

文字列

特別掛金収入現価⑥

責任準備金⑦（⑤－⑥）

（①×②）③

責任準備金④

繰り返し
（給付区
分ごと）

5.数理債務
及び責任準
備金

単位

現価②

単位

特別掛金収入現価⑥

標準掛金率（標準掛金額）

6.許容繰越
不足金

許容繰越不足金

標準掛金収入現価（20年分）①

許容繰越不足金を算出するための率②

繰り返し回数（給付区分数）
（給付区分数が1、かつ、合計欄と同じ内容となる場合は0とすることも可）

数理債務⑤（①－④）

給付区分の名称

単位

掛金率又は掛金額（規約上）③

許容繰越不足金を算出するための率⑤

備考

繰り返し終了符号

備考

給付現価①

給与現価（人数現価）

数理債務⑤（①－④）

標準掛金率（標準掛金額）

標準掛金収入現価④（②×③）

給与現価（人数現価） 単位

現価②

繰り返し終了符号
合計 給付現価①

標準掛金収入現価④（②×③）

責任準備金⑦（⑤－⑥）

備考

掛金率又は掛金額（規約上）③

（④×⑤）⑥



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値 ％単位（小数点以下第２位まで）

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 繰り返し回数

文字列

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列

0,1
0:積立上限額の計算を行わない
1:積立上限額の計算を行う

繰り返し回数

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

1,2
1：給与現価（千円単位）
2：人数現価（人単位）

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 繰り返し回数
繰り返し回数（給付区分数）
（給付区分数が1、かつ、合計欄と同じ内容となる場合は0とすることも可）

標準掛金収入現価⑫（⑧×⑪）

単位

計⑧（⑨、⑩）

内訳 現在加入者⑨

数理債務⑬（①-⑫）

将来加入者⑩

標準掛金率（標準掛金額）
（規約上）⑪

単位

規約上

7.最低積立
基準額

最低積立基準額の算定に用いた予定利率

計 最低積立基準額（②～④）①

内訳 年金受給者②

待期者その他加入者であった者③

加入者④

繰り返し回数（給付区分数）
（給付区分数が1、かつ、合計欄と同じ内容となる場合は0とすることも可）

最低積立基準額（②～④）①

繰り返し
（給付区
分ごと）

給付区分の名称

内訳 年金受給者②

待期者その他加入者であった者③

加入者④

備考

繰り返し終了符号

8.積立上限
額

繰り返し回数（積立上限額の計算を行うとき「１」）

繰り返し
（積立上
限額の計
算を行う
とき）

計 給付現価 合計①（②～⑦）

内訳 将来加入者②

現在加入者（将来分）③

現在加入者（過去分）④

年金受給者⑤

待期者⑥

その他の受給者⑦

給与現価（人数現価）

最低積立基準額⑭

積立上限額⑮（Max(⑬,⑭)×1.5）



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

文字列

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

1,2
1：給与現価（千円単位）
2：人数現価（人単位）

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

数値
単位：1 → 千円単位
単位：2 → 人単位

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位

数値 千円単位
繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

"LoopEnd" 繰り返し終了

0,1
0:下回っていない
1:下回っている（積立上限額の計算を行わない）

0,1
0:零ではない
1:零（積立上限額の計算を行わない）

文字列

数理債務⑬（①-⑫）

給与現価（人数現価） 単位

計⑧（⑨、⑩）

内訳 現在加入者⑨

将来加入者⑩

標準掛金率（標準掛金額）
（規約上）⑪

単位

最低積立基準額⑭

積立上限額⑮（Max(⑬,⑭)×1.5）

数理上資産額が数理債務の額又は最低積立基準額のいずれか大きい額に1.5を乗じて得た額
を下回っているか

備考

繰り返し終了符号

標準掛金収入現価⑫（⑧×⑪）

繰り返し
（給付区
分ごと）

給付区分の名称

給付現価

確定給付企業年金法第５５条第３項に定めるところにより算定した掛金の額が零か

規約上

合計①（②～⑦）

内訳 将来加入者②

現在加入者（将来分）③

現在加入者（過去分）④

年金受給者⑤

待期者⑥

その他の受給者⑦



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式コード様式
C7-カ

基本情報

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）



符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

1～4

1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（加入者１人あたり）（円単位）
4：掛金額（年間総額）（千円単位）

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

文字列

単位

掛金率又は掛金額

財政検証の基準日における最低積立基準額②
翌事業年度における最低積立基準額の見込額③
翌事業年度における積立金の増加見込額④
積立水準の回復に必要な掛金の額⑤

非継続基準 純資産額①

積立不足額⑥
翌事業年度に追加する特例掛金の額⑦
翌々事業年度に追加する特例掛金の額⑧

うち加入者負担分⑩

⑦又は⑧に係る特例掛金(掛金率
又は掛金額）⑨

備考



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式コード様式
C7-カ’

基本情報

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）



符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

2.計画変更
の必要性 1～3

1:積立比率が回復し、計画を実施する必要なし
2:修正が必要
3:修正は必要なく、継続実施

0～7 繰り返し回数

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

数値
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 百万円単位
数値 小数点以下第２位まで
"LoopEnd" 繰り返し終了

文字列
文字列

西暦/和暦（元号）

年月日

給付費等支出
年度末純資産額①
年度末最低積立基準額②
積立比率①/②

計画変更の必要性

回復計画の
内容

繰り返し回数（回復計画の期間（年度数））

繰り返し終了符号

運用利回りの前提

繰り返し
（回復計画の年度数分）

掛金等収入
運用収益

備考

年度 西暦/和暦（元号）

年度

1.財政検証
の基準日



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式
C7-キ

基本情報

制度区分

様式 分類 項目名

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

様式コード

符号種別
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁



様式 分類 項目名 符号種別
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位
数値 千円単位

0～2
0:設けていない
1:前詰め控除方式
2:均等控除方式

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymm
/yymm

西暦:6桁数字（0埋め）
和暦:4桁数字（0埋め）

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymm
/yymm

西暦:6桁数字（0埋め）
和暦:4桁数字（0埋め）

繰り返し回数（期間の区分数） 数値 繰り返し回数

1～3
1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（円単位）

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

数値
単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位

1～4

1：掛金率（％単位）
2：掛金率（‰単位）
3：掛金額（加入者１人あたり）（円単位）
4：掛金額（年間総額）（千円単位）

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

数値

単位：1 → ％単位
単位：2 → ‰単位
単位：3 → 円単位
単位：4 → 千円単位

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymm
/yymm

西暦:6桁数字（0埋め）
和暦:4桁数字（0埋め）

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

yyyymm
/yymm

西暦:6桁数字（0埋め）
和暦:4桁数字（0埋め）

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

文字列

 掛金の控除の終了見込み時期 西暦/和暦（元号）

年月

繰り返し
（期間の区分数分）

標準掛金

期間（終了時期）

期間（開始時期）

年月

単位

加入者負担分

西暦/和暦（元号）

年月

控除後の掛金
（掛金率又は掛金額）

特別掛金 単位

積立金の積
立てに必要
となる掛金
の額（積立
超過）

数理上資産額①

掛金の控除の方法

 掛金の控除の開始時期 西暦/和暦（元号）

年月

備考

西暦/和暦（元号）

掛金率又は掛金額

加入者負担分

積立上限額②
積立上限超過額③（①-②）
利子相当額④
合計額⑤（③+④）

掛金率又は掛金額



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

番号6桁

制度区分

符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

様式コード様式C7-ク
年金経理
貸借対照表
（リスク分
担型以外）

基本情報

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分



符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

1.純資産 流動資産 数値 円単位
現金・預貯金 数値 円単位
投資 数値 円単位
未収掛金 数値 円単位
未収受換金等 数値 円単位
未収脱退一時金相当額受入金 数値 円単位
未収返納金 数値 円単位
未収収益 数値 円単位

固定資産 数値 円単位
信託資産 数値 円単位
保険資産 数値 円単位
共済資産 数値 円単位
投資 数値 円単位

小計 数値 円単位
3.基本金 基本金 数値 円単位

繰越不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位
1.純資産 流動負債 数値 円単位

未払運用報酬等 数値 円単位
未払業務委託費等 数値 円単位
未払特別法人税 数値 円単位
預り金 数値 円単位

支払備金 数値 円単位
未払給付費 数値 円単位
未払移換金 数値 円単位

小計 数値 円単位
2.負債 責任準備金 数値 円単位

責任準備金 数値 円単位
小計 数値 円単位

3.基本金 基本金 数値 円単位
承継事業所償却積立金 数値 円単位
別途積立金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位

財政悪化リスク相当額 数値 円単位
リスク充足額 数値 円単位
数理債務 数値 円単位
未償却過去勤務債務残高等 数値 円単位

当年度 資産勘定

負債勘定



符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

1.純資産 流動資産 数値 円単位
現金・預貯金 数値 円単位
投資 数値 円単位
未収掛金 数値 円単位
未収受換金等 数値 円単位
未収脱退一時金相当額受入金 数値 円単位
未収返納金 数値 円単位
未収収益 数値 円単位

固定資産 数値 円単位
信託資産 数値 円単位
保険資産 数値 円単位
共済資産 数値 円単位
投資 数値 円単位

小計 数値 円単位
3.基本金 基本金 数値 円単位

繰越不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位
1.純資産 流動負債 数値 円単位

未払運用報酬等 数値 円単位
未払業務委託費等 数値 円単位
未払特別法人税 数値 円単位
預り金 数値 円単位

支払備金 数値 円単位
未払給付費 数値 円単位
未払移換金 数値 円単位

小計 数値 円単位
2.負債 責任準備金 数値 円単位

責任準備金 数値 円単位
小計 数値 円単位

3.基本金 基本金 数値 円単位
承継事業所償却積立金 数値 円単位
別途積立金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位

財政悪化リスク相当額 数値 円単位
リスク充足額 数値 円単位
数理債務 数値 円単位
未償却過去勤務債務残高等 数値 円単位

前年度 資産勘定

負債勘定



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

番号6桁

制度区分

符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

様式コード様式C7-ク
年金経理
貸借対照表
（リスク分
担型）

基本情報

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分



符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

1.純資産 流動資産 数値 円単位
現金・預貯金 数値 円単位
投資 数値 円単位
未収掛金 数値 円単位
未収受換金等 数値 円単位
未収脱退一時金相当額受入金 数値 円単位
未収返納金 数値 円単位
未収収益 数値 円単位

固定資産 数値 円単位
信託資産 数値 円単位
保険資産 数値 円単位
共済資産 数値 円単位
投資 数値 円単位

小計 数値 円単位
3.基本金 基本金 数値 円単位

繰越不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位
1.純資産 流動負債 数値 円単位

未払運用報酬等 数値 円単位
未払業務委託費等 数値 円単位
未払特別法人税 数値 円単位
預り金 数値 円単位

支払備金 数値 円単位
未払給付費 数値 円単位
未払移換金 数値 円単位

小計 数値 円単位
2.負債 責任準備金 数値 円単位

責任準備金 数値 円単位
小計 数値 円単位

3.基本金 基本金 数値 円単位
承継事業所償却積立金 数値 円単位
別途積立金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位

財政悪化リスク相当額 数値 円単位
リスク充足額 数値 円単位
調整前通常予測給付現価 数値 円単位
調整後通常予測給付現価 数値 円単位

当年度

負債勘定

資産勘定



符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

1.純資産 流動資産 数値 円単位
現金・預貯金 数値 円単位
投資 数値 円単位
未収掛金 数値 円単位
未収受換金等 数値 円単位
未収脱退一時金相当額受入金 数値 円単位
未収返納金 数値 円単位
未収収益 数値 円単位

固定資産 数値 円単位
信託資産 数値 円単位
保険資産 数値 円単位
共済資産 数値 円単位
投資 数値 円単位

小計 数値 円単位
3.基本金 基本金 数値 円単位

繰越不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位
1.純資産 流動負債 数値 円単位

未払運用報酬等 数値 円単位
未払業務委託費等 数値 円単位
未払特別法人税 数値 円単位
預り金 数値 円単位

支払備金 数値 円単位
未払給付費 数値 円単位
未払移換金 数値 円単位

小計 数値 円単位
2.負債 責任準備金 数値 円単位

責任準備金 数値 円単位
小計 数値 円単位

3.基本金 基本金 数値 円単位
承継事業所償却積立金 数値 円単位
別途積立金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位

財政悪化リスク相当額 数値 円単位
リスク充足額 数値 円単位
調整前通常予測給付現価 数値 円単位
調整後通常予測給付現価 数値 円単位

前年度 資産勘定

負債勘定



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式C7-ク
年金経理
損益計算書

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
基本情報 様式コード

制度区分

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁



符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
決算期間 自 西暦/和暦（元号）

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

年月日 yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

至 西暦/和暦（元号）
0～2

0:西暦
1:平成
2:令和

年月日 yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

給付費 数値 円単位
老齢給付金 数値 円単位
脱退一時金 数値 円単位
遺族給付金 数値 円単位
障害給付金 数値 円単位

移換金 数値 円単位
移換金 数値 円単位

運用報酬等 数値 円単位
運用報酬等 数値 円単位

業務委託費等 数値 円単位
業務委託費等 数値 円単位

特別法人税 数値 円単位
特別法人税 数値 円単位

運用損失 数値 円単位
信託資産に係る当期運用損失 数値 円単位
保険資産に係る当期運用損失 数値 円単位
共済資産に係る当期運用損失 数値 円単位
投資資産に係る当期運用損失 数値 円単位

小計 数値 円単位
特別支出 数値 円単位

特別支出 数値 円単位
繰入金 数値 円単位

業務会計への繰入金 数値 円単位
福祉事業会計への繰入金 数値 円単位

小計 数値 円単位
 責任準備金増加額 数値 円単位
責任準備金増加額 数値 円単位

小計 数値 円単位
4.基本金  繰越不足金処理金 数値 円単位

繰越不足金処理金 数値 円単位
 承継事業所償却積立金積増金 数値 円単位

承継事業所償却積立金積増金 数値 円単位
 別途積立金積増金 数値 円単位
別途積立金積増金 数値 円単位

当年度剰余金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位

1.経常収
支

2.特別収
支

費用勘定当年度

3.負債の
変動



符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）

掛金等収入 数値 円単位
掛金等収入 数値 円単位

受換金等 数値 円単位
受換金等 数値 円単位
 脱退一時金相当額受入金 数値 円単位
脱退一時金相当額受入金 数値 円単位

運用収益 数値 円単位
信託資産に係る当期運用収益 数値 円単位
保険資産に係る当期運用収益 数値 円単位
共済資産に係る当期運用収益 数値 円単位
投資資産に係る当期運用収益 数値 円単位

小計 数値 円単位
特別収入 数値 円単位

特別収入 数値 円単位
受入金 数値 円単位

業務経理からの受入金 数値 円単位
小計 数値 円単位

 責任準備金減少額 数値 円単位
責任準備金減少額 数値 円単位

小計 数値 円単位
4.基本金 承継事業所償却積立金取崩金 数値 円単位

承継事業所償却積立金取崩金 数値 円単位
 別途積立金取崩金 数値 円単位
別途積立金取崩金 数値 円単位

当年度不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位

給付費 数値 円単位
老齢給付金 数値 円単位
脱退一時金 数値 円単位
遺族給付金 数値 円単位
障害給付金 数値 円単位

移換金 数値 円単位
移換金 数値 円単位

運用報酬等 数値 円単位
運用報酬等 数値 円単位

業務委託費等 数値 円単位
業務委託費等 数値 円単位

特別法人税 数値 円単位
特別法人税 数値 円単位

運用損失 数値 円単位
信託資産に係る当期運用損失 数値 円単位
保険資産に係る当期運用損失 数値 円単位
共済資産に係る当期運用損失 数値 円単位
投資資産に係る当期運用損失 数値 円単位

小計 数値 円単位
特別支出 数値 円単位

特別支出 数値 円単位
繰入金 数値 円単位

業務会計への繰入金 数値 円単位
福祉事業会計への繰入金 数値 円単位

小計 数値 円単位

1.経常収
支

2.特別収
支

3.負債の
変動

前年度 1.経常収
支

2.特別収
支

費用勘定

収益勘定



符号種別様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
 責任準備金増加額 数値 円単位
責任準備金増加額 数値 円単位

小計 数値 円単位
4.基本金  繰越不足金処理金 数値 円単位

繰越不足金処理金 数値 円単位
 承継事業所償却積立金積増金 数値 円単位

承継事業所償却積立金積増金 数値 円単位
 別途積立金積増金 数値 円単位
別途積立金積増金 数値 円単位

当年度剰余金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位

掛金等収入 数値 円単位
掛金等収入 数値 円単位

受換金等 数値 円単位
受換金等 数値 円単位
 脱退一時金相当額受入金 数値 円単位
脱退一時金相当額受入金 数値 円単位

運用収益 数値 円単位
信託資産に係る当期運用収益 数値 円単位
保険資産に係る当期運用収益 数値 円単位
共済資産に係る当期運用収益 数値 円単位
投資資産に係る当期運用収益 数値 円単位

小計 数値 円単位
特別収入 数値 円単位

特別収入 数値 円単位
受入金 数値 円単位

業務経理からの受入金 数値 円単位
小計 数値 円単位

 責任準備金減少額 数値 円単位
責任準備金減少額 数値 円単位

小計 数値 円単位
4.基本金 承継事業所償却積立金取崩金 数値 円単位

承継事業所償却積立金取崩金 数値 円単位
 別途積立金取崩金 数値 円単位
別途積立金取崩金 数値 円単位

当年度不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位

小計 数値 円単位
総合計 数値 円単位

3.負債の
変動

1.経常収
支

2.特別収
支

3.負債の
変動

収益勘定



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別

様式コード

年月日

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

様式

決算
年月日

分類 項目名

様式C7-ク
業務経理
業務会計
貸借対照表

基本情報

西暦/和暦（元号）



符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別様式 分類 項目名

流動資産 数値 円単位
現金・預貯金 数値 円単位
未収事務費掛金 数値 円単位
未収金 数値 円単位
有価証券 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

固定資産 数値 円単位
土地 数値 円単位
建物及び工作物 数値 円単位
車両 数値 円単位
器具及び備品 数値 円単位
電話加入権 数値 円単位
権利金敷金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

繰延勘定 数値 円単位
前払金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

基本金 数値 円単位
繰越不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位
流動負債 数値 円単位

預り金 数値 円単位
引当金 数値 円単位
未払金 数値 円単位
未払業務委託費等 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

固定負債 数値 円単位
長期借入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

資産勘定

負債勘定

当年度

金額

金額



符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別様式 分類 項目名

基本金 数値 円単位
基本金 数値 円単位
繰越剰余金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位
流動資産 数値 円単位

現金・預貯金 数値 円単位
未収事務費掛金 数値 円単位
未収金 数値 円単位
有価証券 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

固定資産 数値 円単位
土地 数値 円単位
建物及び工作物 数値 円単位
車両 数値 円単位
器具及び備品 数値 円単位
電話加入権 数値 円単位
権利金敷金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

繰延勘定 数値 円単位
前払金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

基本金 数値 円単位
繰越不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位

前年度 資産勘定

金額

金額



符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別様式 分類 項目名

流動負債 数値 円単位
預り金 数値 円単位
引当金 数値 円単位
未払金 数値 円単位
未払業務委託費等 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

固定負債 数値 円単位
長期借入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

基本金 数値 円単位
基本金 数値 円単位
繰越剰余金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位

金額

負債勘定

金額



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式C7-ク
業務経理
業務会計
損益計算書

基本情報

様式 分類
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

様式コード

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

項目名



様式 分類
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別項目名

決算期間 自 西暦/和暦（元号）
0～2

0:西暦
1:平成
2:令和

年月日 yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

至 西暦/和暦（元号）
0～2

0:西暦
1:平成
2:令和

年月日 yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

事務費 数値 円単位
役職員給与 数値 円単位
役職員諸手当 数値 円単位
旅費 数値 円単位
退職手当引当費 数値 円単位
需用費 数値 円単位
会議費 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

代議員会費 数値 円単位
代議員報酬補償費 数値 円単位
代議員旅費 数値 円単位
代議員会需用費 数値 円単位
代議員会会議費 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

業務委託費等 数値 円単位
業務委託費等 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

機械処理経費 数値 円単位
機械処理経費 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

繰入金 数値 円単位
年金経理への繰入金 数値 円単位
福祉事業会計への繰入金 数値 円単位
基本金への繰入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

当年度 費用勘定



様式 分類
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別項目名

雑支出 数値 円単位
雑支出 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

不納欠損 数値 円単位
不納欠損 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

剰余金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位
掛金収入 数値 円単位

事務費掛金収入 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

受入金 数値 円単位
年金経理からの受入金 数値 円単位
福祉事業会計からの受入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

寄付金 数値 円単位
寄付金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

雑収入 数値 円単位
受取利息及び配当収入 数値 円単位
雑収入 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

収益勘定



様式 分類
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別項目名

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位
事務費 数値 円単位

役職員給与 数値 円単位
役職員諸手当 数値 円単位
旅費 数値 円単位
退職手当引当費 数値 円単位
需用費 数値 円単位
会議費 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

代議員会費 数値 円単位
代議員報酬補償費 数値 円単位
代議員旅費 数値 円単位
代議員会需用費 数値 円単位
代議員会会議費 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

業務委託費等 数値 円単位
業務委託費等 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

機械処理経費 数値 円単位
機械処理経費 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

繰入金 数値 円単位
年金経理への繰入金 数値 円単位
福祉事業会計への繰入金 数値 円単位
基本金への繰入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

雑支出 数値 円単位
雑支出 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

前年度 費用勘定



様式 分類
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別項目名

不納欠損 数値 円単位
不納欠損 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

剰余金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位
掛金収入 数値 円単位

事務費掛金収入 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

受入金 数値 円単位
年金経理からの受入金 数値 円単位
福祉事業会計からの受入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

寄付金 数値 円単位
寄付金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

雑収入 数値 円単位
受取利息及び配当収入 数値 円単位
雑収入 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位

収益勘定



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別

様式コード基本情報

西暦/和暦（元号）

年月日

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

様式

決算
年月日

分類 項目名

様式C7-ク
業務経理
福祉事業会
計
貸借対照表



符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別様式 分類 項目名

流動資産 数値 円単位
現金・預貯金 数値 円単位
未収事務費掛金 数値 円単位
未収金 数値 円単位
有価証券 数値 円単位
仮払金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

固定資産 数値 円単位
数値 円単位

建物及び工作物 数値 円単位
車両 数値 円単位
器具及び備品 数値 円単位
電話加入権 数値 円単位
権利金敷金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

繰延勘定 数値 円単位
前払金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

基本金 数値 円単位
繰越不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位
流動負債 数値 円単位

預り金 数値 円単位
引当金 数値 円単位
未払金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

固定負債 数値 円単位
長期借入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

資産勘定

負債勘定

当年度

土地



符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別様式 分類 項目名

基本金 数値 円単位
基本金 数値 円単位
繰越剰余金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位
流動資産 数値 円単位

現金・預貯金 数値 円単位
未収事務費掛金 数値 円単位
未収金 数値 円単位
有価証券 数値 円単位
仮払金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

固定資産 数値 円単位
数値 円単位

建物及び工作物 数値 円単位
車両 数値 円単位
器具及び備品 数値 円単位
電話加入権 数値 円単位
権利金敷金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

繰延勘定 数値 円単位
前払金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

基本金 数値 円単位
繰越不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位

資産勘定前年度

土地



符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別様式 分類 項目名

流動負債 数値 円単位
預り金 数値 円単位
引当金 数値 円単位
未払金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

固定負債 数値 円単位
長期借入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

基本金 数値 円単位
基本金 数値 円単位
繰越剰余金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位

負債勘定



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

様式C7-ク
業務経理
福祉事業会
計
損益計算書

様式 分類

基本情報

符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

様式コード

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

項目名



様式 分類
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別項目名

決算期間 自 西暦/和暦（元号）
0～2

0:西暦
1:平成
2:令和

年月日 yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

至 西暦/和暦（元号）
0～2

0:西暦
1:平成
2:令和

年月日 yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

事務費 数値 円単位
役職員給与 数値 円単位
役職員諸手当 数値 円単位
旅費 数値 円単位
退職手当引当費 数値 円単位
需用費 数値 円単位
会議費 数値 円単位
材料費 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

繰入金 数値 円単位
業務会計への繰入金 数値 円単位
基本金への繰入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

福祉事業費 数値 円単位
福祉施設費 数値 円単位
補助金 数値 円単位
福祉給付金
諸謝金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

雑支出 数値 円単位
雑支出 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

不納欠損 数値 円単位
不納欠損 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

当年度 費用勘定



様式 分類
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別項目名

剰余金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位
掛金収入 数値 円単位

事務費掛金収入 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

施設収入 数値 円単位
施設収入 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

受入金 数値 円単位
年金経理からの受入金 数値 円単位
業務会計からの受入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

寄付金 数値 円単位
寄付金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

戻入金 数値 円単位
基本金戻入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

雑収入 数値 円単位
受取利息及び配当収入 数値 円単位
雑収入 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

収益勘定



様式 分類
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別項目名

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位
事務費 数値 円単位

役職員給与 数値 円単位
役職員諸手当 数値 円単位
旅費 数値 円単位
退職手当引当費 数値 円単位
需用費 数値 円単位
会議費 数値 円単位
材料費 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

繰入金 数値 円単位
業務会計への繰入金 数値 円単位
基本金への繰入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

福祉事業費 数値 円単位
福祉施設費 数値 円単位
補助金 数値 円単位
福祉給付金
諸謝金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

雑支出 数値 円単位
雑支出 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

不納欠損 数値 円単位
不納欠損 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

剰余金 数値 円単位
当年度剰余金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

前年度 費用勘定



様式 分類
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別項目名

総合計 数値 円単位
掛金収入 数値 円単位

事務費掛金収入 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

施設収入 数値 円単位
施設収入 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

受入金 数値 円単位
年金経理からの受入金 数値 円単位
業務会計からの受入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

寄付金 数値 円単位
寄付金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

戻入金 数値 円単位
基本金戻入金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

雑収入 数値 円単位
受取利息及び配当収入 数値 円単位
雑収入 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

不足金 数値 円単位
当年度不足金 数値 円単位
予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

予備 繰り返し回数（追加項目数） 数値 繰り返し回数

繰り返し 項目名 文字列
金額 数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

総合計 数値 円単位

収益勘定



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

文字列

基本情報

符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

様式コード様式E2
（閉鎖型受
託保証型）

符号種別

事業主名

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

様式 分類 項目名



符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別様式 分類 項目名

数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位

金額 数値 千円単位
金額 数値 千円単位
金額 数値 千円単位

数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで

3.備考 文字列

一時金 件数
金額

2.
積立状況

純資産額①
責任準備金②
最低積立基準額③
①/②
①/③

遺族給付 年金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

老齢給付 年金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

一時金 件数
金額

障害給付 年金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

一時金 件数
金額

備考

1.
給付状況



01～31

01:様式C6-ア①
02:様式C6-ア②
03:様式C6-ア②’
04:様式C6-ア③
05:様式C6-ア③’
06:様式C6-ア④
07:様式C6-イ①
08:様式C6-イ②
09:様式C6-イ②’
10:様式C6-イ③
11:様式C6-イ③’
12:様式C6-イ④
13:様式C6-ウ
14:様式C7-イ
15:様式C7-ウ
16:様式C7-ウ'
17:様式C7-エ
18:様式C7-オ
19:様式C7-オ（簡易な計算方法を用いない場合）
20:様式C7-カ
21:様式C7-カ'
22:様式C7-キ
23:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型以外）
24:様式C7-ク_年金BS（リスク分担型）
25:様式C7-ク_年金PL
26:様式C7-ク_業務BS
27:様式C7-ク_業務PL
28:様式C7-ク_福祉BS
29:様式C7-ク_福祉PL
30:様式E2
31:様式E4

識別情報

1～8

1：北（北海道）
2：東（東北）
3：関（関東）
4：海（東海）
5：近（近畿）
6：中（中国）
7：四（四国）
8：九（九州）

識別情報

1,2
1：基（基金型）
2：規（規約型）

識別情報

000001～
999999

基金/規約番号 識別情報

1～5

1:リスク分担型
2:簡易な基準に基づく確定給付企業年金
3:受託保証型（閉鎖型）
4:受託保証型（開放型）
5:上記のいずれにも該当しない確定給付企業年金

識別情報

0～2
0:西暦
1:平成
2:令和

識別情報

yyyymmdd
/yymmdd

西暦:8桁数字（0埋め）
和暦:6桁数字（0埋め）

識別情報

文字列

様式E4
（受託保証
型（閉鎖型
除く））

基本情報

事業主名

基金/
規約番号

管轄厚生局

基金型・規約型区分

番号6桁

制度区分

様式 分類 項目名

決算
年月日

西暦/和暦（元号）

年月日

符号
（形式）

符号内容
（入力規則）

符号種別

様式コード



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

数値
数値
数値
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 円単位
数値 ％単位（小数点以下第２位まで）
数値 繰り返し回数

算定区分名称 文字列
数値 円単位

繰り返し終了符号 "LoopEnd" 繰り返し終了

他制度掛金
相当額

繰り返し回数（算定区分数）
繰り返し

金額

金額
②/①

金額
②/①

事務費掛金
納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額②

納付決定額① 金額

納付決定額① 金額

②/①

金額
②/①
納付決定額①

年金（新規） 件数

年金 件数
金額

年金（新規） 件数
金額

一時金 件数
金額

納付済額 金額
不納欠損額 金額

未納額②

1.
適用状況

実施事業所数
加入者数
前年度加入者数

2.
給付状況

老齢給付 年金 件数
金額

遺族給付

3.
掛金拠出状
況

標準掛金 納付決定額① 金額

特別掛金

特例掛金
納付済額 金額
不納欠損額 金額

金額
納付済額 金額
不納欠損額 金額
未納額②

未納額②

金額

金額
一時金 件数

金額
脱退一時金 件数

金額



様式 分類 項目名
符号

（形式）
符号内容

（入力規則）
符号種別

件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
件数 数値
金額 数値 千円単位
金額 数値 千円単位
金額 数値 千円単位

数値 小数点以下第２位まで
数値 小数点以下第２位まで

6.備考 文字列

責任準備金②
最低積立基準額③
①/②
①/③
備考

権利義務移転（老齢給付）

積立金

(1)他制度か
らの資産の
受換

(2)他制度へ
の資産の移
換

厚生年金基金
確定給付企業年金
企業年金連合会

4.
年金通算状
況

純資産額①

企業型確定拠出年金
中小企業退職金共済

脱退一時金相当額

権利義務承継（老齢給付）

年金給付等積立金・積立金
残余財産
個人別管理資産

解約手当金相当額
脱退一時金相当額 厚生年金基金

確定給付企業年金
企業年金連合会
企業型確定拠出年金
個人型確定拠出年金
厚生年金基金
確定給付企業年金

厚生年金基金
企業型確定拠出年金
個人型確定拠出年金
中小企業退職金共済

厚生年金基金
確定給付企業年金

5.
積立状況



（別添３）

様式C2－イ　給付の設計の基礎を示した書類

＜チェックボックスは、該当するものすべてを選択すること。＞

給付の区分の数〔　　　　〕

＜以下給付の区分ごとに作成すること。＞

１．給付の区分の名称　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

２．給付の種類

□　老齢給付金

３．加入者の範囲及び加入者期間

(1) 加入対象となる職種

□　職種を問わない

□　一定の職種

具体的な内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（対象とする職種、除外する職種を記載）

(2) 希望する者

□　希望する者のみを加入者とする

(3) 休職等の期間中の取扱い

□　休職等（全部又は一部）の期間中の者を加入者としない。

加入者としない期間の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　休職等（全部又は一部）の期間中を給付額の算定対象期間としない。

算定対象としない期間の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(4)　加入者資格を取得する年齢・勤続期間　（希望する者のみ加入者とする場合には、加入選択時期）

□　入社時（年齢・勤続期間による要件を設けていない）

□　入社　　　　年　　　　月　経過

　　〔　または　・　かつ　〕　満　　　　　歳　　　　月　到達

（上記経過又は到来後、最初に到来する毎月１日に加入者資格を取得する場合を含む。）

□　上記到達後　最初に到来する特定月

□ １月 □ ２月 □ ３月 □ ４月 □ ５月 □ ６月

□ ７月 □ ８月 □ ９月 □ 10月 □ 11月 □ 12月

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(5)　加入者資格を喪失する年齢

□　退職時（年齢による要件を設けていない）

□　満　　　　　歳　　　　月　到達

□　満　　　　　歳の誕生日 □　左記誕生日の属する月の末日

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(6)　その他加入者とする要件又は加入者としない要件

内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(7)　過去期間通算

□　過去期間通算あり □　確定給付企業年金の実施前の期間（令第２２条第１項第１号）

□　加入者資格の取得前に使用されていた期間（令第２２条第１項第２号）

□　他の厚生年金適用事業所に使用されていた期間（令第２２条第１項第３号）

(8)　加入者期間の計算方法

□　月単位 □　年単位 □　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(9)　給付額算定期間の計算方法

□　月単位 □　年単位 □　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　脱退一時金 □　遺族給付金 □　障害給付金



（令第２４条第１項第１号の方法）

□　定額又は加入者期間に応じた額とする方法

（令第２４条第１項第２号の方法）

□　平均給与等比例（累計給与等比例）（加入者期間全期間の平均・累計）

□　最終給与等比例

□　その他加入者期間のうち一部の期間に係る給与等に比例する額とする方法

（給与等の種類）

□　厚生年金保険の標準報酬ほか実際に支給される給与

□　退職金規程等に規定される給付額算定の基準とする便宜上の給与

□　ポイント

（令第２４条第１項第３号の方法）

□　キャッシュバランスプラン

（付与額の種類）

□　定額

□　厚生年金保険の標準報酬ほか実際に支給される給与

□　退職金規程等に規定される給付額算定の基準とする便宜上の給与

□　ポイント

（再評価の指標）

（規則第２９条第１号）

□　定率

（規則第２９条第２号）

□　国債利回り □　〔　　　　〕年物　〔　　　　〕年平均

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　物価指数

□　賃金指数

□　東証株価指数

□　Ｒｕｓｓｅｌｌ／Ｎｏｍｕｒａ　Ｐｒｉｍｅ　インデックス

□　その他の指標　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（規則第２９条第３号）

□　積立金の運用利回りの実績

（規則第２９条第４号）

□　上記の組み合わせ（上記該当指標をすべて選択の上組み合わせ方を記載）

　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（上限・下限（規則第２９条第５号））

上限 □　〔　　　　〕％

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

下限 □　〔　　　　〕％

□　下限予定利率（規則第２４条の３第１号イ（１）に規定する下限予定利率）

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（令第２４条第１項第４号の方法）

□　規則第２５条第１号から第３号の方法

　（令第２４条第１項第１号から第３号までの方法を上記に記載の上、組み合わせ方、丈比べの仕方を記載）

　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　規則第２５条第４号の方法（リスク分担型制度として上記までの内容に調整率を乗じる方法）

４．給付の額の算定方法



５．給付の額の改定（令第２４条第３項）

□　給付の額の改定あり

（額の改定の方法）（規則第２８条第２項）

（額の改定の指標）

（規則第２９条第１号）

□　定率

（規則第２９条第２号）

□　国債利回り □　〔　　　　〕年物　〔　　　　〕年平均

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　物価指数

□　賃金指数

□　東証株価指数

□　Ｒｕｓｓｅｌｌ／Ｎｏｍｕｒａ　Ｐｒｉｍｅ　インデックス

□　その他の指標　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（規則第２９条第３号）

□　積立金の運用利回りの実績

（規則第２９条第４号）

□　上記の組み合わせ（上記該当指標をすべて選択の上組み合わせ方を記載）

　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（上限・下限（規則第２９条第５号））

上限 □　〔　　　　〕％

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

下限 □　〔　　　　〕％

□　下限予定利率（規則第２４条の３第１号イ（１））

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕



６．給付の支給要件・支給内容

老齢給付金 受給資格要件 加入者期間 〔　　　　〕年 〔　　　　〕月 以上

支給開始要件  〔　　　　〕歳 　到達

□　〔　　　　〕歳以上で資格喪失

支給内容 支給期間 □　終身

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　上記以外にも選択肢あり　〔　　　　　　　　〕

※

一時金選択 □　あり　

　選択時期〔　　　　　　　　　　　　　〕

　選択割合〔　　　　　　　　　　　　　〕

繰下げ可否 □　繰下げ可

　内容〔　　　　　　　　　　　　　〕

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

脱退一時金（１号） 受給資格要件 加入者期間 〔　　　　〕年 〔　　　　〕月 以上

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

脱退一時金（２号） □　あり

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

障害給付金 □　年金

障害年金の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　一時金

障害一時金の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

遺族給付金 □　年金

遺族年金の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　一時金

遺族一時金の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（注１） 脱退一時金（１号）及び（２号）は、それぞれ法第４１条第２項第１号及び第２号の脱退一時金。

（注２） 制度移行等に伴う経過措置を設けている場合には、その旨、備考欄に記載すること。

資格喪失事由によって異なる場合は、自己都合の場合
など最も長い加入者期間の要件を課す事由のものを記
載。それ以外の場合は備考欄に記載。

資格喪失事由によって異なる場合は、自己都合の場合
など最も長い加入者期間の要件を課す事由のものを記
載。それ以外の場合は備考欄に記載。

有期年金の選択肢は、規約で定める順、給付時に選
択される件数が多い順又は主な選択肢として見込ま
れる順等の順に上詰めで４つまで記載（複数の選択
肢がない場合には、最上段に記載すること。）。５
つ以上の選択肢がある場合や所定の期間での給付で
はないものがある場合には、「上記以外にも選択肢
あり」を選択の上、その内容を記載すること。



□　(1)   全部又は一部の加入者又は受給権者等について、通常予測給付現価が減少する。

（ただし、加入者（受給権者を除く。）に係る変更であって、通常予測給付現価が減少するすべての加入者に

 ついて給付の名目額が増加することを確認した場合を除く。）

□　(2)   (1) 以外で、 全部又は一部の加入者又は受給権者等について、最低積立基準額が減少する。

（ただし、加入者（受給権者を除く。）に係る変更であって、当該変更後少なくとも５年程度の間、当該変更が

 行われなかったとした場合の最低積立基準額を保証する経過措置を設けている場合を除く。）

□　(3)   (1) 及び(2) 以外で、リスク分担型企業年金における制度変更であって、全部又は一部の

加入者又は受給権者等について、積立金の額とリスク分担型企業年金掛金額の予想額の現価

に相当する額を合算した額から財政悪化リスク相当額の２分の１の額を控除した額が減少する。

□　(4)   (1) 及び(2) 以外で、リスク分担型企業年金でない確定給付企業年金からリスク分担型企業年金への変更

又はリスク分担型企業年金からリスク分担型企業年金でない確定給付企業年金への変更であって、

規則第５条第５号又は第６号に該当しない。

□　(5)   (1) 及び(2) 以外で、リスク分担型企業年金でない確定給付企業年金からリスク分担型企業年金への変更

又はリスク分担型企業年金からリスク分担型企業年金でない確定給付企業年金への変更であって、

規則第５条第５号又は第６号に該当する。

□　(6)   (1) から(5) 以外で、加入者（受給権者を除く。）に係る変更であって、全部又は一部の加入者について

通常予測給付現価が減少するものの、当該者に係る給付の名目額が増加する。

□　上記のいずれにも該当しない。（給付の額の減額には該当しない。）

※　 (6)に該当する場合は、通常予測給付現価が減少する加入者の３分の２以上で組織する労働組合の同意を

得ることにより、当該変更を給付の額の減額として取り扱わないものとすることができる。

　[備考]

（上記 (1) から(6)のいずれかに該当する場合はその内容を記載し、上記 (1) から(6)のいずれにも該当しない

 場合はその根拠を記載すること。）

７． 規約の変更に伴う給付の額の減額　（規約変更時のみ）



様式C2－ウ　給付の設計の基礎を示した書類　（簡易な基準に基づく確定給付企業年金）

＜チェックボックスは、該当するものすべてを選択すること。＞

給付の区分の数〔　　　　〕

＜以下給付の区分ごとに作成すること。＞

１．給付の区分の名称　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

２．給付の種類

□　老齢給付金

３．加入者の範囲及び加入者期間

(1) 加入対象となる職種

□　職種を問わない

□　一定の職種

具体的な内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（対象とする職種、除外する職種を記載）

(2) 希望する者

□　希望する者のみを加入者とする

(3) 休職等の期間中の取扱い

□　休職等（全部又は一部）の期間中の者を加入者としない。

加入者としない期間の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　休職等（全部又は一部）の期間中を給付額の算定対象期間としない。

算定対象としない期間の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(4)　加入者資格を取得する年齢・勤続期間　（希望する者のみ加入者とする場合には、加入選択時期）

□　入社時（年齢・勤続期間による要件を設けていない）

□　入社　　　　年　　　　月　経過

　　〔　または　・　かつ　〕　満　　　　　歳　　　　月　到達

（上記経過又は到来後、最初に到来する毎月１日に加入者資格を取得する場合を含む。）

□　上記到達後　最初に到来する特定月

□ １月 □ ２月 □ ３月 □ ４月 □ ５月 □ ６月

□ ７月 □ ８月 □ ９月 □ 10月 □ 11月 □ 12月

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(5)　加入者資格を喪失する年齢

□　退職時（年齢による要件を設けていない）

□　満　　　　　歳　　　　月　到達

□　満　　　　　歳の誕生日 □　左記誕生日の属する月の末日

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(6)　その他加入者とする要件又は加入者としない要件

内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(7)　過去期間通算

□　過去期間通算あり □　確定給付企業年金の実施前の期間（令第２２条第１項第１号）

□　加入者資格の取得前に使用されていた期間（令第２２条第１項第２号）

□　他の厚生年金適用事業所に使用されていた期間（令第２２条第１項第３号）

(8)　加入者期間の計算方法

□　月単位 □　年単位 □　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

(9)　給付額算定期間の計算方法

□　月単位 □　年単位 □　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　脱退一時金 □　遺族給付金



（令第２４条第１項第１号の方法）

□　定額又は加入者期間に応じた額とする方法

（令第２４条第１項第２号の方法）

□　平均給与等比例（累計給与等比例）（加入者期間全期間の平均・累計）

□　最終給与等比例

□　その他加入者期間のうち一部の期間に係る給与等に比例する額とする方法

（給与等の種類）

□　厚生年金保険の標準報酬ほか実際に支給される給与

□　退職金規程等に規定される給付額算定の基準とする便宜上の給与

□　ポイント

（令第２４条第１項第３号の方法）

□　キャッシュバランスプラン

（付与額の種類）

□　定額

□　厚生年金保険の標準報酬ほか実際に支給される給与

□　退職金規程等に規定される給付額算定の基準とする便宜上の給与

□　ポイント

（再評価の指標）

（規則第２９条第１号）

□　定率

（規則第２９条第２号）

□　国債利回り □　〔　　　　〕年物　〔　　　　〕年平均

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　物価指数

□　賃金指数

□　東証株価指数

□　Ｒｕｓｓｅｌｌ／Ｎｏｍｕｒａ　Ｐｒｉｍｅ　インデックス

□　その他の指標　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（規則第２９条第３号）

□　積立金の運用利回りの実績

（規則第２９条第４号）

□　上記の組み合わせ（上記該当指標をすべて選択の上組み合わせ方を記載）

　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（上限・下限（規則第２９条第５号））

上限 □　〔　　　　〕％

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

下限 □　〔　　　　〕％

□　下限予定利率（規則第２４条の３第１号イ（１）に規定する下限予定利率）

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（令第２４条第１項第４号の方法）

□　規則第２５条第１号から第３号の方法

　（令第２４条第１項第１号から第３号までの方法を上記に記載の上、組み合わせ方、丈比べの仕方を記載）

　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

４．給付の額の算定方法



５．給付の額の改定（令第２４条第３項）

（受託保証型確定給付企業年金（閉鎖型受託保証型確定給付企業年金を除く。）に限る。）

□　給付の額の改定あり

（額の改定の方法）（規則第２８条第２項）

（額の改定の指標）

（規則第２９条第１号）

□　定率

（規則第２９条第２号）

□　国債利回り □　〔　　　　〕年物　〔　　　　〕年平均

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　物価指数

□　賃金指数

□　東証株価指数

□　Ｒｕｓｓｅｌｌ／Ｎｏｍｕｒａ　Ｐｒｉｍｅ　インデックス

□　その他の指標　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（規則第２９条第３号）

□　積立金の運用利回りの実績

（規則第２９条第４号）

□　上記の組み合わせ（上記該当指標をすべて選択の上組み合わせ方を記載）

　　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（上限・下限（規則第２９条第５号））

上限 □　〔　　　　〕％

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

下限 □　〔　　　　〕％

□　下限予定利率（規則第２４条の３第１号イ（１））

□　その他　〔　　　　　　　　　　　　　　　　　〕



６．給付の支給要件・支給内容

老齢給付金 受給資格要件 加入者期間 〔　　　　〕年 〔　　　　〕月 以上

支給開始要件  〔　　　　〕歳 　到達

□　〔　　　　〕歳以上で資格喪失

支給内容 支給期間 □　終身

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　有期　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

　　内保証期間　〔　　　　〕年〔　　　　〕月

□　上記以外にも選択肢あり　〔　　　　　　　　〕

※

一時金選択 □　あり　

　選択時期〔　　　　　　　　　　　　　〕

　選択割合〔　　　　　　　　　　　　　〕

繰下げ可否 □　繰下げ可

　内容〔　　　　　　　　　　　　　〕

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

脱退一時金（１号） 受給資格要件 加入者期間 〔　　　　〕年 〔　　　　〕月 以上

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

脱退一時金（２号） □　あり

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

遺族給付金 □　年金

遺族年金の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

□　一時金

遺族一時金の内容〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

　備考〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

（注１） 脱退一時金（１号）及び（２号）は、それぞれ法第４１条第２項第１号及び第２号の脱退一時金。

（注２） 制度移行等に伴う経過措置を設けている場合には、その旨、備考欄に記載すること。

資格喪失事由によって異なる場合は、自己都合の場合
など最も長い加入者期間の要件を課す事由のものを記
載。それ以外の場合は備考欄に記載。

資格喪失事由によって異なる場合は、自己都合の場合
など最も長い加入者期間の要件を課す事由のものを記
載。それ以外の場合は備考欄に記載。

有期年金の選択肢は、規約で定める順、給付時に選
択される件数が多い順又は主な選択肢として見込ま
れる順等の順に上詰めで４つまで記載（複数の選択
肢がない場合には、最上段に記載すること。）。５
つ以上の選択肢がある場合や所定の期間での給付で
はないものがある場合には、「上記以外にも選択肢
あり」を選択の上、その内容を記載すること。



□　(1)  全部又は一部の加入者又は受給権者等について、通常予測給付現価が減少する。

　（ただし、加入者（受給権者を除く。）に係る変更であって、通常予測給付現価が減少するすべての加入者に

　 ついて給付の名目額が増加することを確認した場合を除く。）

□　(2)   (1) 以外で、全部又一部の加入者又は受給権者等について、最低積立基準額が減少する。

　（ただし、加入者（受給権者を除く。）に係る変更であって、当該変更後少なくとも５年程度の間、当該変更が

　行われなかったとした場合の最低積立基準額を保証する経過措置を設けている場合を除く。）

□　(3)   (1) 及び(2) 以外で、リスク分担型企業年金からリスク分担型企業年金でない確定給付企業年金への変更

であって、規則第５条第６号に該当しない。

□　(4)   (1) 及び(2) 以外で、リスク分担型企業年金からリスク分担型企業年金でない確定給付企業年金への変更

であって、規則第５条第６号に該当する。

□　(5)   (1) から(4) 以外で、加入者（受給権者を除く。）に係る変更であって、全部又は一部の加入者について

　　　通常予測給付現価が減少するものの、当該者に係る給付の名目額が増加する。

□　上記のいずれにも該当しない。（給付の額の減額には該当しない。）

※　 (5)に該当する場合は、通常予測給付現価が減少する加入者の３分の２以上で組織する労働組合の同意を

得ることにより、当該変更を給付の額の減額として取り扱わないものとすることができる。

７．規約の変更に伴う給付の額の増額又は減額　（規約変更時のみ）

　[備考]

　（上記 (1) から(5)のいずれかに該当する場合はその内容を記載し、上記 (1) から(5)のいずれにも該当しない    

　 場合はその根拠を記載すること。）


